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第１章 災害応急活動体制 
第１節 初動体制の確立 
地震による災害が発生した場合に、迅速かつ的確に災害応急対策を実施するため、必要な

組織動員体制をとるとともに、災害応急対策に従事する者の安全確保に十分留意する。 

 

〈地震発生時の非常配備体制及び活動体制〉 

震度階 

（市域の震度） 
本部体制 配備体制 職員の配備 

消防職員の 

配置 

震度４ 

災害警戒 

本部 

【自動設

置】 

地震警戒 

体制 

・災害警戒本部員（各部

長）＋部長級職員 

・配備対象の対策班の班

長又は対策部長に指名

された職員 

【自動参集】 

指令室対応 

〈24時間体制〉 

全管理職 

【自動参集】 

【携帯メール配信】 

震度５弱 
災害対策 

本部 

【自動設

置】 

第１次 

地震対策 

本部体制 

・災害対策本部員（特別

職＋各部長）＋部長級

職員 

・全対策班長及び地震対

応初動に必要な人員と

して対策部長に指名さ

れた職員 

【自動参集】 

震災非常警備 

本部の設置 

全職員 

【自動参集】 

震度５強 

以上 

第２次 

地震対策 

本部体制 

全職員 

【自動参集】 
 

南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の体制については、本部「付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計

画」で定める。 

【自動参集】とは、勤務時間外において、指示によらない参集を要することを意味し、勤務時間外とは、月～

金の17時15分から翌朝８時45分並びに週休日及び休日をいう。 

市域の震度とは、気象庁発表「茨木市」の震度をいう。 

なお、市長は災害の状況に応じた配備等を指示することがある。 

 

１ 勤務時間中における初動体制 
勤務時間中に市域で震度４以上を観測したときは、市役所本館及び南館においては自

衛消防隊の活動により必要に応じて来庁者を安全に避難させ、災害警戒本部又は災害対

策本部を設置する。 
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２ 勤務時間外における初動体制（夜間・休日） 
(1) 市域で「震度４」を観測したとき（災害警戒本部の自動設置） 

警戒配備職員、防災関係課長、危機管理課職員が自動参集し、災害警戒活動を実施す

る。 

(2) 市域で「震度５弱」を観測したとき（災害対策本部の自動設置） 

地震直後の緊急動員体制として、第１次地震対策本部体制の配備対象職員が自動参

集し、災害対策活動を実施する。 

【避難所要員の編成】 

あらかじめ指定された避難所に直行し、避難者受入れを行う。 

 (3) 市域で「震度５強以上」を観測したとき（災害対策本部の自動設置） 

全職員が自動参集し、災害対策活動を実施する。 

 

３ 参集報告・把握 
参集した職員は、それぞれの所属長に対して到着の報告を行い、直ちにその指示に従い

必要な業務を行う。 

また、職員到着の報告を受けた所属長は参集状況を把握して、速やかに総務・人事班又

は災害対策本部に報告する。 
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第２節 災害活動体制 
１ 災害警戒本部体制（市域で震度４を観測したとき、自動設置） 
災害対策本部を設置する前又は災害の規模等により災害対策本部を設置しない場合の

災害応急対策の体制であり、職員の動員配備は地震警戒体制の配備対象職員とする。 

(1) 設置基準 

ア 市域で震度４を観測したとき 

イ 小規模の災害が発生したとき 

ウ その他、危機管理監が必要と認めたとき 

(2) 廃止基準 

ア 市域で震度５弱以上を観測したとき（災害対策本部体制へ移行） 

イ 被害発生のおそれがなくなったとき 

ウ その他、危機管理監が適当と認めたとき 

(3) 組織構成 

災害警戒本部 
本 部 長  危機管理監 

副本部長  危機管理課長 

本 部 員 

総務部長、企画財政部長、市民文化部長、健康福祉部長、こども育成部長、 

産業環境部長、都市整備部長、建設部長、会計管理者、教育総務部長、 

学校教育部長、市議会事務局長、水道部長、消防長 

本部機構 
指揮統制部（指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班） 

総務対策部（総務・人事班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

民生対策部（福祉・安否確認班、医療衛生対策班、こども対策班） 

産業対策部（商工班、農林班、環境対策班） 

土木対策部（建築対策班、道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

文教対策部（学校教育班） 

給水対策部（水道総務班、応急給水班、管路復旧班、施設復旧班） 

消防対策部（消防本部班、消防署班） 

(4) 処理事項 

ア 被害情報の収集・伝達に関すること 

イ 職員の配備に関すること 

ウ 府及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

エ 臨時部長会議の開催又は災害対策本部の設置に関すること 

オ その他、緊急に実施する必要がある災害応急対策に関すること 

 

２ 災害対策本部体制（市域で震度５弱以上を観測したとき、自動設置） 
・震度５弱を観測した場合、職員の動員配備は、第１次地震対策本部体制の配備対象職
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員とする。 

・震度５強以上を観測した場合、職員の動員配備は、第２次地震対策本部体制の配備対

象の全職員とする。 

(1) 設置基準 

ア 市域で震度５弱以上を観測したとき 

イ 中・大規模な災害が発生したとき 

ウ 災害救助法の適用を要する災害が発生したとき 

エ その他、災害対策本部長（市長）が必要と認めたとき 

(2) 廃止基準 

ア 市内において災害発生のおそれが解消したとき 

イ 災害応急対策が概ね完了したとき 

ウ その他、災害対策本部長（市長）が適当と認めたとき 

(3) 災害対策本部の設置及び廃止の通知先 

災害対策本部を設置したとき又は廃止したときは、直ちにその旨を職員及び必要な関

係機関に通知するとともに、災害対策本部の標識を市役所玄関前に掲示する。 

(4) 組織構成 

災害対策本部 
本 部 長  市長 

副本部長  危機管理監、副市長 

本 部 員 

教育長、水道事業管理者、総務部長、企画財政部長、市民文化部長、 

健康福祉部長、こども育成部長、産業環境部長、都市整備部長、 

建設部長、会計管理者、教育総務部長、学校教育部長、 

市議会事務局長、水道部長、消防長 

本部機構 

指揮統制部、総務対策部、市民対策部、民生対策部、産業対策部、 

土木対策部、文教対策部、給水対策部、消防対策部 

(5) 設置場所 

災害対策本部は、茨木市役所内に設置する。 

ただし、災害の規模その他の状況により応急対策の推進を図るため、本部長（市長）

は必要があると認めるときは、他の場所に現地対策本部を設置する。この場合は、関係

機関に電話等で周知徹底を図る。 

(6) 府との連携 

府が現地災害対策本部を設置した場合は、この組織と連携を図るため、職員を連絡要

員として派遣する。 

(7) 災害対策本部会議 

情報の分析、災害応急対策の検討、指示指令等を行うための災害対策本部会議を開催

する。 

ア 本部会議の構成 
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本部会議は、本部長、副本部長及び本部員並びに本部長が定めるその他職員で構成

する。 

本部長は、本部会議を開くいとまがないときは副本部長及び本部員と協議の上、そ

の事務を処理する。 

イ 本部会議の公開 

本部会議は原則として報道機関や防災関係機関へ公開するものとするが、会議において

次の事項を取り扱う場合は公開しないことができる。 

(ｱ) 個人に関する情報 

(ｲ) 法人等に関する情報 

(ｳ) 任意の提供に関する情報 

(ｴ) 公共の安全等に関する情報 

(ｵ) その他不確定な情報など公表することが適切でない情報 

  ウ 会議の開催時期 

本部会議は、初回は災害発生後概ね１時間以内に開催するものとする。 

エ 本部会議で決定する事項 

(ｱ) 災害応急対策の目標・方針に関すること 

(ｲ) 被害情報の収集・伝達に関すること 

(ｳ) 災害情報、気象情報等の収集、報告、伝達に関すること 

(ｴ) 自衛隊への災害派遣要請、災害救助法の適用申請、激甚災害の指定要請等、国・ 

府への応援要請に関すること 

(ｵ) 避難情報の発令に関すること 

(ｶ) 避難所の開設・閉鎖に関すること 

(ｷ) 被災者の救助・救済に関すること 

(ｸ) 職員の配備に関すること 

(ｹ) 災害復旧・復興に関すること 

(ｺ) 災害ボランティアセンターの設置・運営・閉鎖に関すること 

(ｻ) その他災害に関する重要な事項に関すること 

(ｼ) 体制の廃止に関すること 

  オ 防災関係機関等の招聘 

本部長（市長）は的確な災害応急対策の検討のため、必要に応じて防災関係機関

等を災害対策本部会議に招聘し、意見等を聴取する。 

カ 所掌事務 

災害対策本部における業務分掌は第１部第４章１茨木市にあるとおりとし、災害

応急対策・復旧・復興対策の実施にあたっては、各対策部・班は被害の全体像に関

する共通認識をもって、本部長が示す目標・方針に沿った対応を実施する。 

 

３ 職務の代理 
市長に事故があるとき又は欠けたときの本部長の代理は、危機管理監、防災事務担当副市長、

他の副市長、教育長、総務部長の順とし、本部員は、職務の級の順に職務代理者を決定する。 
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４ プロジェクトチーム 
災害固有の突発的な事象に対して横断的に応急対策、復旧・復興対策を実施するため、

必要に応じてプロジェクトチームを設置することができる。 

(1) 設置基準 

本部長（市長）は、災害固有の突発的な業務に部課横断的に対応するため、必要があ

ると認めるときは、その目的を明らかにしたプロジェクトチームを設置することができ

る。 

(2) 組織構成 

プロジェクトチームの構成員は、指揮統制部において検討し、本部長（市長）が任

命する。 

(3) 活動内容 

プロジェクトチームの設置目的を達成するために必要な業務を行う。 

 

５ 現地災害対策本部 
被災現場や被災地域に即した対策を迅速・的確に行うため必要に応じて設置する。 

(1) 設置基準 

本部長（市長）は、災害の規模その他状況により応急対策を推進するため、必要があ

ると認めるときは、他の場所に現地災害対策本部を設置する。 

(2) 組織構成 

ア 現地災害対策本部の長は、本部長が副本部長又は本部員のうちから指名する。 

イ 現地災害対策本部の本部員は、本部長が本部員又は本部職員のうちから指名する。 

ウ 現地災害対策本部の本部職員は、本部長が本部職員のうちから指名する。 

(3) 活動内容 

災害現場での指揮、関係機関との連絡調整等を行う。 

(4) 現地災害対策本部の例 

ア 災害時医療対策本部 

市災害対策本部の医療救護現地本部として、民生対策部並びに府茨木保健所との連

携のもと、茨木市医師会・茨木市歯科医師会・茨木市薬剤師会と協力し、災害医療協

力病院、救護所等の被災状況及び被災傷病者等の受入状況を把握・分析・評価すると

ともに、関係機関との間での情報共有、市消防本部への情報提供、災害時医療救護班

等の派遣要請、医薬品・医療用資機材の補充をするなど災害時医療が適切に提供でき

るよう保健医療センターに災害時医療対策本部を設置する。 

(ｱ) 設置基準 

a 目安として、市域で震度６弱以上を観測したとき 

b 現地医療機関が被災し、その医療機能が低下又は被災傷病者等が多数発生して 

いるとき 

c その他災害対策本部長（市長）が必要と認めたとき 

(ｲ) 組織構成 
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(2) 組織構成に準ずる。 

(ｳ) 設置場所 

災害時医療対策本部は、保健医療センターに設置する。 
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第３節 動員配備体制 
１ 配備方法 
(1) 勤務時間内における配備 

ア 各部長は直ちに平常業務を中止し、あらかじめ震度階区分で定められた配備指令

に基づく体制をとる。 

イ 配備についた職員は、上司の指示にしたがって、直ちに警戒活動又は応急対策活

動に従事しなければならない。 

(2) 勤務時間外における配備 

ア 各部長は、配備指令によりあらかじめ定めた職員を動員する。 

イ 動員命令を受けた職員は、直ちに所属する部課等へ参集する。 

ウ 各部長は、職員の参集状況に応じ、順次応急対策活動班を編成する。 

エ 各部長は、職員の健康管理に注意し、職員の休憩、交替を指示する。 

ただし、緊急かつやむを得ない場合は、あらかじめ定められた者以外の職員を指名

して配備につけ、応急活動を命じることができる。 

(3) 初期活動後の職員動員配備体制 

ア 災害時に職員動員配備体制を確立した後は、各部長は職員の健康管理に注意

し、災害の状況に応じて必要な職員を配備する。 

イ 災害の規模その他状況により応急対策を遅滞なく実施するため、必要に応じて

各対策部・班の所属を越えた応援を実施する。 
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２ 非常配備体制 
市における防災活動を実施するため職員の配備体制は、次のとおりとする。 

配備名称 配備対象職員 

地震警戒体制 

（災害警戒本部設置） 

*市域で、震度４を観測 

・災害警戒本部員(各部長)＋部長級職員 

・以下の配備対象の対策班の班長又は対策部長に指名された職員 

指揮統制部（指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班） 

総務対策部（総務・人事班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

民生対策部（福祉・安否確認班、医療衛生対策班、こども対策班） 

産業対策部（商工班、農林班、環境対策班） 

土木対策部（建築対策班、道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

文教対策部（学校教育班） 

給水対策部（水道総務班、応急給水班、管路復旧班、施設復旧班） 

消防対策部（消防本部班、消防署班） 

第１次地震対策本部体制 

（災害対策本部設置） 

*市域で、震度５弱を観測 

・災害対策本部員(特別職＋各部長)＋部長級職員 

・全対策班長及び対策班の班長又は対策部長に指名された職員 

・全消防職員 

第２次地震対策本部体制 

（災害対策本部設置） 

*市域で、震度５強以上を観測 

全職員 

なお、市長は災害の状況に応じた配備等を指示することがある。 

 

３ 出動指令の決定 
職員の災害出動は、非常配備体制の区分に従い市長が決定し、指令を出す。ただし、市

域で震度５強以上を観測したとき、又は観測したと推定されるとき、全職員は指令がない

ときでも出動する。 

 

４ 動員方法 
(1) 配備計画 

配備計画は原則として、各部長が部内を調整して、必要な災害活動班及び人員を編成

し、防災活動の準備又は実施のため配備職員に徹底しておく。 

 

５ 各課の動員計画 
各課長は、配備指令により直ちに対応できるよう所属職員について、あらかじめ配備指

令ごとの出動職員を把握しておき、各職員に徹底しておく。 

 

６ 職員の安否確認及び動員状況の報告等 
各課長は、配備指令に基づく体制を構築するため、地震発生後速やかに所属職員の安否

及び参集に要する時間を把握し、班長を通じて動員可能な人員について直ちに所属部の
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部長並びに総務・人事班に報告する。各部長は、職員の動員状況について随時把握し、本

部長に報告する。危機管理監は、非常参集の状況を速やかに府に報告する。 

 

７ 災害時の職員対応 
職員はあらかじめ定められた配備体制を十分習熟しておくこと。 

災害時は配備指令により定められた部署へ参集するとともに、参集する経路での被災

状況をメモ等で記録するなど、被害の情報収集に努めること。 
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第２章 災害救助法の適用 
市域において発生した災害が、災害救助法の定める基準以上に該当し、又は適用基準に該

当する見込みがあるときは、市長は直ちにその旨を知事に報告する。 

 

第１節 実施責任者 
災害救助法の適用に基づく応急救助活動は、府知事が実施する。ただし、府知事による救

助活動の実施を待ついとまもない場合は、市長は災害救助法の規定による救助に着手する

とともに、その状況を直ちに知事に報告し、その後の処理については知事が行う救助を補助

する。 

また、救助を迅速かつ的確に実施するため、府知事の職権の一部を委任された場合は、委

任された救助事項の事務内容及び事務を行うこととする期間について、市長が応急救助活動

を実施する。 

なお、災害救助法による救助の種類及び事務の担当は次のとおりである。 

 

１ 避難所の設置  避難所・市民相談班 

２ 応急仮設住宅の供与  建築対策班 

３ 炊き出しその他による食品の給与  物資班、教育対策班 

４ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与  物資班 

５ 飲料水の供給  給水対策部 

６ 医療及び助産  医療衛生対策班 

７ 被災者の救出  消防対策部 

８ 被災した住宅の応急修理  建築対策班 

９ 生業に必要な資金の給与又は貸与  商工班、農林班 

10 学用品の給与  教育対策班 

11 埋葬  避難所・市民相談班 

12 死体の捜索及び処理  避難所・市民相談班、消防対策部 

13 障害物の除去  道路対策班 

14 救援用物資の輸送  物資輸送班 

15 救助費の求償  財務・情報班 

16 府との事務調整  指揮調整班 
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第２節 適用手続 
市長は、市域における災害が次の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する見込みがあ

る場合は、直ちにその旨を知事に報告するとともに、被害者が現に救助を要する状態にある

場合に、法の適用を要請しなければならない。 

また、災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待ついとまがない場合は、市長は

災害救助法の規定による救助に着手するとともに、これらを直ちに知事に報告し、その後の

処理については知事の指示を受ける。 

 

茨木市の災害救助法適用基準 

根拠 適用基準 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第１号 
茨木市内で100世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第２号 

大阪府内で2,500世帯以上住家が滅失した場合であっ

て、茨木市内で50世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第３号（前段） 
大阪府内で12,000世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第３号（後段） 

被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等につ

いて特殊の補給方法を必要とし、又は被災者の救出につ

いて特殊の技術を必要とする場合で、多数の住家が滅失

したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第４号 

多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるお

それが生じた場合であって、次の基準に該当すること。 

①災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在

する多数の者が、避難して継続的に救助を必要とする

こと。 

②被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等につ

いて特殊の補給方法を必要とし、又は被災者の救出に

ついて特殊の技術を必要とすること。 

※第１号から第３号までに規定する住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家が

半壊し又は半焼する等著しく損傷した世帯は２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の

堆積等により一時的に居住することができない状態となった世帯は３世帯をもって、そ

れぞれ住家が滅失した１世帯とみなす。 
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第３章 広域応援の要請・受入れ 
市長は、災害の状況等から市民の生命又は財産を保護するため、必要に応じて他の市町村

及び関係機関に協力を求めるとともに、受入れ体制を整備するなど、災害対策を円滑に実施

する。 

なお、府が市に職員を派遣する場合、支援内容に応じた職員の選定に努める。 

 

第１節 応援の要請等 
１ 大阪府 

市長は、市単独では十分に被災者に対する救助等の災害応急対策や応急措置が実施で

きない場合には、府知事に対して応援を要求し、災害応急対策の実施を要請し、又は防

災関係機関等に対する職員派遣のあっせんを要請するとともに、警察・消防・自衛隊の

部隊の展開、宿営等のための拠点の確保を図る。 

市長は、応援の内容や機関に関する事項を記載した文書を知事に提出する。ただし、

そのいとまがないときは、府防災行政無線又は電話等により行い、事後、速やかに文書

を提出する。 

【連絡先】 

連絡先の名称 電   話 防災無線 

大阪府知事 

（政策企画部危機管

理室） 

（直通）06-6944-6021・2 8-220-8920・1 

 

２ 緊急消防援助隊等の要請 
市長は、大規模な災害により被害が発生し、又は発生しようとしており、その災害規

模により府内の消防力又は相互応援協定による消防力では対処することが困難な場合

は、府を通じ総務省消防庁に緊急消防援助隊等の派遣を要請する。 

 

３ 応援協定の運用 
災害が発生し必要と思われるときは、応援協定に従い応援を要請する。 

 

４ 市の受入れ体制 
他の市町村からの応援申し出があった場合は、市長は円滑な応援活動が遂行できる受

入れ体制等を整える。 

 

５ 防災関係機関等 
市長は、必要に応じて他の市町村長や防災関係機関に対して協力及び応援の要請を行

う。 
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６ 応急危険度判定士の要請 
市は、被災後の人命に関わる二次的被害を防止するため、応急危険度判定体制を整備

する場合、府に対して応急危険度判定士や応急危険度判定コーディネーターの派遣応援

を要請する。また、必要に応じて、市内の判定士に対しても参集を要請する。 
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第２節 自衛隊の災害派遣要請 
１ 府知事への要請の要求 
(1) 市長は、自衛隊による応援措置が必要であると認める場合は、災害対策基本法第68

条の２の規定に基づき、府知事に対し派遣要請の要求を文書で行う。その場合災害派

遣要請書に定められた次の事項を明らかにして、電話又は口頭をもって要求を行い、

事後速やかに文書で所定の手続きをとる。また茨木警察署長にも通知する。 

ア 災害の状況及び派遣を要請する理由 

イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 

エ その他参考となるべき事項 

(2) 通信の途絶等により、府知事に対して要請の要求ができない場合は、直接、自衛隊

に災害の状況を通知する。なお、自衛隊に災害状況の通知をした場合には、その旨を

速やかに府知事に通知する。 

(3) 自主派遣の判断基準 

災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、府知事の要請を待ついとまがない

ときは、自衛隊は要請を待つことなく、自らの次の判断基準に基づいて部隊を派遣する

ことができる。 

ア 災害に際し、関係機関に対して災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集

を行う必要があると認められる場合 

イ 災害に際し、府知事が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認め

られる場合に、市長、警察署長等から災害に関する通報を受け、又は部隊等による

収集その他の方法により入手した情報等から、直ちに救援の措置をとる必要がある

と認められる場合 

ウ 災害に際し、自衛隊が自らの判断により、緊急に人命救助にかかる救援活動を実

施する場合 

エ 運航中の航空機に異常な事態の発生等を自衛隊が探知した場合における捜索又は

救助活動を実施する場合 

オ その他災害に際し、上記ア～エに準じ、特に緊急を要し、府知事からの要請を待

ついとまがないと認められる場合 

(4) 防災関係機関への周知 

市長は、自衛隊に災害派遣要請の要求を行った場合は、府警察等の防災関係機関にも

通報する。 

 

２ 災害派遣部隊の受入れ 
府知事から自衛隊の派遣が決定された場合、次の点を留意して派遣部隊の活動が十分に

行えるよう努める。 

(1) 受入れ体制 

ア 派遣部隊の宿泊所又は野営地及び車両、機材等の保管場所の準備 

イ 派遣部隊及び府との連絡を行う市職員の指名及び連絡 
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ウ 派遣部隊の到着と同時に迅速に作業ができるように作業内容、資機材等の確保 

エ ヘリコプターを使用する活動を要求した場合は、災害時臨時ヘリポ－ト等の安全

対策 

(2) 派遣部隊到着の措置 

派遣部隊を目的地へ誘導するとともに、自衛隊現地指揮官と救助活動等作業計画につ

いて協議し、作業の推進を図る。 

なお、派遣要請の範囲は原則として人命及び財産の保護とし、かつ、やむを得ない場

合であって、概ね次の活動内容とする。 

ア 被害状況の把握 

イ 避難の援助 

ウ 被災者等の捜索活動 

エ 水防活動 

オ 消防活動 

カ 道路又は水路の啓開 

キ 応急医療、救護及び防疫 

ク 人員及び物資の緊急輸送 

ケ 炊き出し及び給水活動 

コ その他 

(3) 撤収要請 

救援活動が終了し、自衛隊の災害派遣の必要がなくなった場合は、市長は速やかに府

知事に自衛隊の撤収要請の連絡をとる。 

 

【派遣要請系統図】 

 

茨  木  市  長 

（茨木市災害対策本部） 

大阪府知事（政策企画部危機管理室） 

電話(直通)06-6944-6021・2 

大阪府防災行政無線 8-220-8920・1 

              (FAX)220-8820・1 

（要請の要求） 

陸上自衛隊第３師団長 

電話 072-781-0021 内線 3734・5 

                夜間 3301 

大阪府防災行政無線 8-823-8900 

陸上自衛隊第 36普通科連隊長 

電話 072-782－0001 内線 4030～2 

                  夜間 4004 

大阪府防災行政無線 8-824-8900 

※府知事に対して要請の

要求ができない場合 （通知） 

（要請） 

（命令） 
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自衛隊災害派遣にかかる知事への要求様式 

文 書 番 号 

年  月  日 

大阪府知事 

               様 

 

茨木市長              印 

 

自衛隊の災害派遣要請について 

 

災害対策基本法第68条の2の規定により、下記のとおり自衛隊の災害派遣 

要請を要求します。 

 

記 

 

１．災害の状況及び派遣を要求する理由 

２．派遣を希望する期間 

３．派遣を希望する区域及び活動内容 

４．その他参考となるべき事項 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

大阪府知事 

               様 

 

茨木市長              印 

 

自衛隊の災害派遣部隊の撤収要請について 

 

 年 月 日付第 号により要求した自衛隊の災害派遣要請について、下記 

のとおり撤収要請を依頼します。 

 

記 

 

１．撤収要請日時 

２．派遣された部隊 

３．派遣人員及び従事作業の内容 

４．その他参考となるべき事項 
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第３節 被災自治体への職員派遣 
他自治体が大規模に被災し、かつ本市の被災状況が軽微なときは、次のとおり市職員によ

る応援を実施する。 

(1) 近隣５府県（京都府、滋賀県、奈良県、兵庫県、和歌山県）内の自治体が被災した

ときは、被害状況を把握した上、迅速に市職員による応援を実施する。 

(2) 近隣５府県以外の自治体が被災したときは、被害状況により市長が判断し、市職員

による応援を実施する。 
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第４節 被災市区町村応援職員確保システムに基づく支援 
 総務省は、市及び府と協力し、被災市区町村応援職員確保システム（災害マネジメント総括支

援員による支援を含む）に基づき、全国の地方公共団体による被災市町村への応援に関する調整

を実施する。 
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第５節 災害緊急事態 
内閣総理大臣が災害緊急事態の布告を発し、大阪府内が関係地域の全部又は一部となっ

た場合、市、府をはじめ防災関係機関は、政府が定める対処基本方針に基づき、応急対策を

推進し、府の経済秩序を維持し、その他当該災害に係る重要な課題に適切に対応する。 
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第４章 情報の収集伝達 
市、府をはじめ防災関係機関は、災害発生後、相互に連携協力し、直ちに地震情報（震度、

震源、マグニチュード、地震活動の状況等）、津波警報、被害状況の把握及び応急対策の実

施のための情報収集及び伝達活動を行う。また、収集した情報の確度や必要とする内容の異

同を勘案し、生存情報などの重要度、情報に付された場所・時間の明確性、発信者の属性等

の観点から、情報のトリアージを行い、適切な応急対策を実施する。 

 

第１節 通信連絡体制 
１ 災害通信 
市、府をはじめ防災関係機関は、災害発生後、直ちに無線通信機能の点検を行うととも

に、支障が生じた施設設備の復旧を行う。災害発生時の防災関係機関の通信連絡を迅速か

つ円滑に実施するため、災害時の通信として無線通信設備の使用、電気通信設備の優先利

用を行う。また、携帯電話、衛星通信等の移動通信回線も活用し、緊急情報連絡用の通信

手段の確保に努める。 

なお、府は、災害応急に必要となる通信機器が不足又は、電源が途絶している場合は、

総務省（近畿総合通信局）から通信機器及び電源車の貸与を受ける等通信手段の確保に努

める。特に孤立地域の通信手段の確保については，特段の配慮を行う。 

(1) 無線通信設備による通信確保 

災害に関する情報の収集伝達等に支障をきたす場合は、次の無線通信設備を使用して

通信の確保を図る。 

ア 大阪府防災行政無線 

府庁、府内の市町村、府の防災機関等に設置した無線通信設備 

イ 茨木市防災行政無線 

市庁舎内に設置した移動局の無線通信設備 

ウ 防災相互通信用無線、警察無線、消防無線、救急医療無線等 

行政機関、府警察、消防機関、大阪府救急医療情報センター等に設置した無線通信設備 

エ 衛星携帯電話 

市（危機管理課、保健医療課）が保有する可搬式衛星電話 

(2) 電気通信設備の優先利用 

応急対策の実施等について、緊急かつ特別の必要がある場合は、西日本電信電話株式

会社に非常電話を申込み、電気通信設備の優先利用による非常通信を行う。 

(3) 大阪府防災行政無線による府との連絡 

〔設置場所〕 

無線装置・電源装置……………無線機械室 

電話転送装置(内線電話用)……電話交換室 

内線電話…………………………本庁、合同庁舎、福祉文化会館 

無線電話装置(災害対策本部用電話等)………総務部危機管理課事務室、防災会

議室、無線機械室 
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無線電話機（内線電話機）………各課 

夜間専用電話………守衛室 

〔消防本部設置場所〕 

無線装置・電源装置……………機械室 

無線電話装置……………………通信指令室 

無線電話機………………………通信指令室、作戦室 

(4) 大阪府非常通信経路計画市町村系による連絡 

大阪府防災行政無線により連絡ができない場合は、次の表に示すいずれかの系統によ

り府と連絡を行う。 

 

茨木市 

総務部 

危機管 

理課 

1.0km  茨木警察署   府警本部       府 庁 

     （警備課）   （通信指令室）      (政策企画部危機管理室） 

0.13km  市消防本部   大阪市消防局     府 庁 

     （警備課）   （指令情報センター） （政策企画部危機管理室） 

衛星携帯電話  交換機          府 庁 

                                        （政策企画部危機管理室） 

地域衛星通信ネットワーク           府 庁 

                                     （政策企画部危機管理室） 

記号         無線区間             有線区間 

有線・無線混在区間            使送区間 

 

(5) 市防災行政無線の整備 

災害時には、指揮調整班が全局を統制し、移動無線局を利用した機動性のある応急対

策を講ずる。 

(6) 防災相互通信用無線の整備 

防災関係機関は、災害時に相互に通信する際は、防災相互通信用無線を使用する。 

(7) 消防無線 

消防本部は、消防救急活動を迅速に実施するために消防専用無線等を使用する。 

(8) 災害時優先電話 

防災関係機関は、災害時の電話の輻輳時にも発信できる「災害時優先電話」を使用する。 
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第２節 災害情報の収集伝達 
１ 情報の収集・伝達 
(1) 地震に関する情報の収集 

大阪管区気象台からの地震情報の収集に努める。 

(2) 消防本部による24時間体制 

消防本部により、災害直後における、府及び水防組合等の防災関連機関からの地震情

報等を夜間・休日等問わず24時間体制で受ける。また、時間外における職員登庁までの

間、情報収集伝達、災害対策本部事前準備、関係機関との連絡調整等を行う。 

(3) 異常現象の発見及び通報 

ア 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちに市長又は警察官

に通報する。 

イ 市長は異常現象の通報を受けたときは、直ちに府、大阪管区気象台その他の関係

機関に通報する。状況に応じて関係機関に要請するなど警戒区域等の設定を行う。 

 

種  類 異常現象の内容 

地  象 山くずれ、がけくずれ等 

その他 堤防等に水洩れがある場合 

 

異常現象通報の伝達系統 

 

(4) 市民への周知 

市は、災害の拡大及び二次災害のおそれのある情報等を入手した場合は、関係する市

民等には現場で直接伝達し、状況に応じて広報車・防災行政無線等により周知する。 

  

警 察 官 茨木警察署(警備課) 

茨 木 市 

（危機管理課、

消防本部） 

大阪府(危機管理室) 

発 

見 

者 

大阪管区気象台 
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２ 情報の伝達系統 
(1) 地震情報等の伝達系統 

ア 大阪管区気象台が発表する地震情報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消防署等

消防庁　

大阪府危機管理室

府水防関係各課・出先機関

近畿地方整備局 各河川事務所・国道事務所

近畿管区警察局
交　　番

大阪府警察本部 警　　察　　署 駐在所

陸上自衛隊中部方面総監部

陸上自衛隊第３師団

茨木市

（危機管理課）

関西電力㈱

日本放送協会大阪放送局

放送事業者

報道各社

近畿運輸局
日本貨物鉄道㈱等

私　鉄　各　社

（注）　１

　　　　２

　　　　６

　　　　５ 私鉄各社とは、近畿日本鉄道株式会社、阪急電鉄株式会社、阪神電気鉄道株式会社、南海電気鉄道株式会社、京阪電気鉄道株式会

社、北大阪急行電鉄株式会社、泉北高速鉄道株式会社、能勢電鉄株式会社、大阪高速鉄道株式会社、株式会社大阪港トランスポート

システムの10社である。

緊急地震速報は、最大震度５弱以上と予測された場合に、震度５弱以上が予想される地域及び震度４以上が予想される地域名（茨木市

は北大阪に含まれる）に配信される。

太線は、気象業務法に規定される伝達経路を示す。

☆印は、特別警報、警報のみ

　　　　３ 放送事業者とは、朝日放送グループホールディングス、株式会社毎日放送、読売テレビ放送株式会社、関西テレビ放送株式会社、株式

会社エフエム大阪、株式会社日経ラジオ社大阪支社、株式会社ジェイコムウエスト、株式会社テレビ岸和田、箕面FMまちそだて放送株式

会社、テレビ大阪株式会社、株式会社FM802（FMCO.CO.LO）の11社である。

　　　　４ 報道各社とは、朝日新聞大阪本社、日本経済新聞大阪本社、読売新聞大阪本社、産業経済新聞大阪本社、共同通信社、毎日新聞大

阪本社の6社である。

茨木市
（危機管理課、消防本部）

水防事務組合

大阪府水防本部

☆西日本電信電話㈱または東日本電信電話㈱

西日本旅客鉄道㈱新大阪総合指令所

大

阪

管

区

気

象

台

府関係出先機関等
（府防災行政無線）
一斉通信伝達機関

市
民
・
学
校
・

要

配

慮

者

利

用

施

設

・

そ

の

他

注３

注５

別途FAXによる
水 防 連 絡

注４

注６
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イ 震災に関する情報の収集及び伝達系統図 

防災関係機関と相互に連携を保ちつつ、災害の状況に応じた的確な応急対策を実施

するため、震災に関する情報の収集及び伝達を迅速かつ的確に行う。 

(ｱ) 震災に関する情報の内容 

a 災害の原因 

b 災害が発生した日時 

c 災害が発生した場所又は地域 

d 被害の程度 

e 災害に対する応急措置 

f その他必要な事項 

(2) 関係機関への情報の伝達 

ア 実施機関 

関係機関への情報の伝達は、財務・情報班及び関係班が行う。 

イ 伝達方法 

(ｱ) 応急対策実施機関相互の情報の伝達 

関係機関が地域内の異常現象等、災害の発生状況や危険性を把握した場合は、応

急対策実施機関に直ちに情報を伝達する。 

 

３ 緊急地震速報 
(1) 発表等 

気象庁は、震度５弱以上の揺れが予想された場合、震度４以上が予想される地域（緊

急地震速報で用いる区域であり、本市は大阪府北部）に対して緊急地震速報（警報）を

発表する。 

なお、震度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位

置づけられる。 

(2) 伝達 

気象庁は、緊急地震速報を発表した後、日本放送協会に伝達するとともに、市、府等

の関係機関への情報提供に努める。また、放送事業者等の協力を得て、テレビ、ラジオ、

携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、を通じて市民に伝達する。市は、全国瞬時警

報システム（J－ALERT）経由により、防災無線を通じて市民に伝達する。 

 

 

  



 

4-26 

第４部 地震災害応急対策 

 

第４章 情報の収集伝達 

第３節 被害情報等 
１ 府が実施する被害状況の収集・伝達 
府は、市、府警察をはじめ防災関係機関と密接な連携のもと、次の災害情報を収集するとと

もに、国をはじめ関係機関へ速やかに伝達する。なお、市が報告を行うことができなくなった

ときは、職員の派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果的活用等を通じ、自ら災害

に関する情報の収集を行う。また、人的被害の数（死者・行方不明者数をいう。）については、

府が一元的に集約、調整を行う。その際、府は、関係機関が把握している人的被害の数につい

て積極的に収集し、一方、関係機関は府に連絡するものとする。当該情報が得られた際は、府

は、関係機関との連携のもと、整理・突合・精査を行い、直ちに消防庁へ報告する。また、人的

被害の数について広報を行う際には、市等と密接に連携しながら適切に行うほか、必要に応じ、

収集した被災現場の画像情報を府災害対策本部を通して防災関係機関との共有を図る。 

(1) 災害の発生場所、区域等 

(2) 市民の生命財産の安否の状況及び市民の避難の状況 

(3) 医療機関の被害状況、人的被害状況、医療救護班・医薬品等の医療ニーズ 

(4) 建物、道路、鉄軌道、空港、河川、砂防、港湾、農地、ため池、山林等の被害の 

状況 

(5) 上水道・工業用水道、下水道、ガス、電気、通信等の被害状況 

(6) 消防、水防等の応急措置の状況 

(7) 食料その他緊急に補給すべき物資及び数量 

(8) 衛生環境、疾病発生の状況及びその救護措置の要否 

(9) 孤立集落におけるライフラインの途絶・復旧状況、備蓄状況、要配慮者の有無 

(10) その他 

 

２ 市が実施する被害状況の調査・報告 
災害対策本部の各班長及び防災関係機関は、被害状況の推移に応じて、調査結果を緊急

を要するもの及び特に指示のあるものを除き正午現在を午後１時、午後５時現在を午後

６時までにそれぞれ指揮調整班に報告する。指揮調整班は調査結果をとりまとめ、本部長

に報告しなければならない。 

また、大規模災害発生時で通信が不通の場合は、通信可能な地域まで伝令を派遣する等、

あらゆる方法を用いて報告するように努める。 

(1) 概況調査（→災害概況即報） 

災害により被害が発生したとき、又は通報を受けたときは、直ちにその概況調査を実

施する。本調査は、災害に対する応急対策実施上の基礎となるものであるから、短時間

にその概況を把握し、災害概況即報として報告する。 

調査者は、被害の有無、被害の程度などの概況について、全般的な状況を指揮調整班

へ迅速に報告する。 

(2) 被害調査（→被害状況即報） 

災害の全般的な状況が判明次第、被害調査を実施する。本調査は、災害に対する応急

対策実施上の基礎となるものであるから、被害の変動に従って、その都度できる限り被
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害状況を把握し、被害状況即報として報告する。 

各班長は被害状況等を災害の推移に応じて、時間を区切って各町丁毎に取りまとめ、

調査結果を指揮調整班に報告する。 

(3) 被害確定調査（→災害確定報告） 

市は、応急対策が完了した後、被害確定調査を実施する。 

本調査は、その後の災害復旧・復興の基礎となるものであり、また各種費用負担にま

で影響を与えるものであるから、正確に把握したうえで、災害確定報告として報告する。 

(4) 被害状況の写真 

被害状況の写真は、被害状況の確認資料として、また記録保存のため重要なものであ

るので、被害状況が明瞭にわかるように撮影し写真には撮影年月日・撮影時刻・撮影場

所・被害者氏名等を記入しておく。 

(5) 被災家屋等の調査と報告 

調査にあたっては、調査班を編成して実施する。また調査班は被害状況を迅速かつ的

確に報告しなければならない。 

(6) 公共施設及び農地・農林業施設等の調査と報告 

それぞれの調査担当各班長は、被害状況を調査し、調査事項を被害状況報告様式にと

りまとめて災害対策本部長に報告する。 

 

表 被害調査の実施及び報告の系統 

調 査 種 別 担 当 班 報 告 系 統 

人的被害 消防本部班、 

医療衛生対策班 

府
災
害
対
策
本
部 

 
 

 

↑ 

市
災
害
対
策
本
部 

 
 

 

↑ 

総
括
集
計 

指
揮
調
整
班 

住家・非住家の被害 被害調査班 

公共土木施設被害及び 

都市災害被害 

建築対策班、 

道路対策班、 

公園対策班、 

下水道対策班、 

管路復旧班 

農地・農林業施設及び 

農作物被害 

農林班 

商工業関係被害 商工班 

衛生関係被害 環境対策班 

福祉関係被害 福祉・安否確認班、 

こども対策班 

文教関係被害 教育対策班、 

学校教育班 

公営企業水道施設被害 水道総務班 

運輸被害 財務・情報班 

電気、ガス、通信被害 財務・情報班 

市有建物被害 応援・受援班 
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３ 市による府及び国への報告 
被害状況等の報告は、災害対策基本法第53条第１項により、府に対して行う（府に報告

できない場合は、内閣総理大臣に対して行う。）。但し、地震が発生し、市区域内で震度５

強以上の震度を観測したときは、被害の有無を問わず直接消防庁に報告することとし、応

急措置が完了した後は速やかに府に災害確定報告を行う。なお、府への報告は、原則とし

て府防災情報システムによるが、システムが使用できない場合には、府防災行政無線、電

話及びファクシミリ等の手段による。 

なお、火災等に関する報告については、消防組織法第40条に基づく災害報告取扱要領

（昭和45年４月10日付消防防第246号）及び火災・災害等即報要領（昭和59年10月15日付

消防災第267号）により、府に対して行う。但し、「直接即報基準」に該当する火災・災害

等が発生した場合には、市は、第一報を府に加え、消防庁に対しても報告する。即報に当

たっては、区分に応じた様式に記載しファクシミリ等により報告するものとする。 

また、行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判明

した場合には、当該登録地の市町村又は都道府県（外国人のうち、旅行者など住民登録の

対象外の者は直接又は必要に応じ外務省を通じて在京大使館等）に連絡する。 
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第４節 災害広報 
市、府をはじめ防災関係機関は、相互に協議調整し、市民をはじめ、出勤及び帰宅困難者、

訪日外国人を含む観光客に対し、自らの判断で適切な行動がとれるよう、正確かつきめ細か

な情報を様々な手段を用いて提供する。 

市及び府は、平常時の広報手段を活用するほか、指定避難所への広報紙の掲示等、多様な

方法により広報活動を実施する。 

また、緊急を要する場合は、報道機関を通じて緊急メッセージを発する。 

 

１ 広報内容 
(1) 地震発生直後の広報 

ア 地震情報(震度、震源、地震活動等)・気象の状況 

イ 出火防止、初期消火の呼びかけ 

ウ 避難行動要支援者への支援の呼びかけなど 

エ 規模の大きな地震が連続発生する危険性の注意喚起等 

(2) その後の広報 

ア 二次災害の危険性 

イ 被災状況とその後の見通し 

ウ 被災者のために講じている施策 

エ ライフラインや交通施設等の復旧状況 

オ 医療機関などの生活関連情報 

カ 交通規制情報 

キ 義援物資等の取扱い 

 

２ 広報の方法 
(1) エリアメール・緊急速報メール 

(2) インターネットやソーシャルメディアの活用 

(3) 防災行政無線（戸別受信機を含む。）による広報 

(4) テレビ・ラジオ・新聞等による広報 

(5) 印刷物による広報 

ポスター・チラシ又は「広報いばらき」の臨時発行 

(6) 広報物の指定避難所等公共施設への掲示・配布 

(7) 点字・声の広報・ファクシミリ等多様な手段の活用により、視覚障害者、聴覚障害

者等に配慮したきめ細かな広報 

(8) 拡声器付車両等による現場広報 

 

３ 災害時の広報体制 
(1) 災害時の広報 

ア 災害情報・被害状況等災害に関する広報は、各部が予め災害広報責任者に伝達の

うえ各部で実施する。 
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イ 災害広報責任者は、各部が発信する情報を整理し、最新の情報が市民に提供され

るようにする。 

  ウ 災害時の広報は、市民の不安感の払しょくに努めるようにする。 

(2) 広報事項の収集 

ア 広報担当は、災害対策本部の各部が把握する災害情報その他の広報資科を積極的

に収集するとともに、各部においても広報担当への積極的な情報提供に努める。 

イ 広報担当は必要に応じて災害現地に出向き、写真・ビデオその他の取材活動を実

施する。 

 

４ 報道機関への情報提供 
(1) 報道機関に対する情報発表は、すべて広報担当において実施する。 

(2) 情報等の発表に際しては、できるだけ日時・場所・目的等を前もって各報道機関に

周知する。 

(3) 報道発表の有無に関わらず、報道機関に対する各部所管の詳細な情報提供は、広報

担当または広報担当と調整のうえ各部において実施する。 

 

５ 広聴活動 
災害時における広聴活動を強化し、市民からの要望事項は直ちに関係機関と連絡をと

り、調査するとともに速やかに処理する。 

 

６ 市民災害相談窓口の開設 
市民からの間い合わせや法律等の専門相談に対応するため、関係部及び関係機関と連

携し、必要に応じて市役所等に市民災害相談窓口を開設するとともに、被災者の復興支援

につながる各種支援施策等をきめ細やかに情報提供を行う。 

また、要配慮高齢者・障害者等からの相談に対応する窓口を開設する。 

 

７ 災害広報における個人情報の取扱い 
市が公表する情報には個人が特定される情報は含まないことを原則とするが、死者や行

方不明者等が発生し、人の生命、健康、生活又は財産を保護するために必要かつやむを得

ないと認められる場合には、プライバシーの保護に留意しつつ、必要最小限の個人情報を

公表するものとする。 
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第５章 各種災害の応急対策 
第１節 火災の消防応急対策 
地震による火災から市民の生命と財産を保護するため、消防署・消防団など全消防力の機

能を高度に活用して、その災害を軽減することを目的とする。 

大綱は次のとおりとし、活動の詳細は「消防計画（地震災害対策計画）」で定める。 

 

１ 震災配備体制の確立 
消防対策部は、「消防計画（地震災害対策計画）」に基づき、全消防機能を活用した震災

活動体制を速やかに確立する。 

(1) 消防職団員の参集 

消防職団員は、非常事態の発生を知り、又は、地震発生による被害の可能性が十分予

測される情報を知ったときは、所定場所へ自動参集する。 

(2) 消防部隊の編成 

初動期において、多発火災や救助要請の殺到する災害となったときは、消防団等と連

携し、速やかに部隊の編成を行う。 

(3) 通信手段の確保 

ア １１９の受信体制 

消防本部の指令台で１１９通報の受信が不能となったときは、消防本部指令室の迂

回による加入回線で受信し、情報収集を行う。 

イ 通信統制 

消防長は、重要情報の交信を円滑にするため消防無線の通信統制を行う。 

(4) 各種資機材の確保 

大震災時の消防活動には、重量物障害によって道路通行不能や救助不能状態が多発し、

特に災害活動初期の道路の通行障害は消火活動に大きな障害要因となる。そのため災害

対策本部は、重量物の除去等のできる建設重機類の調達を迅速に行えるよう事前整備に

努める。 

 

２ 消防活動方針の決定 
消防長は、災害規模や被害状況などにより、大局的な判断に基づき、速やかに消防活動

方針を決定する。 

 

３ 情報収集・伝達活動 
消防対策部は、効果的な災害活動を展開するために、あらゆる手段を駆使して情報の収

集に努める。 

(1) 消防職団員等の参集途上の情報 

参集途上の道路状況・災害発生や水利状況など消防の重要情報の収集に努めるととも

に、参集後に情報整理して警備課に報告する。 

(2) 災害現場からの情報収集 
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各出場隊は、災害活動を通じて市民等から災害情報を収集して警備課に報告する。 

(3) 情報伝達 

警備課は、収集した情報を整理分析して、効率的な部隊運用を図るとともに重要情報

は災害対策本部に伝達する。 

 

４ 消防広報活動 
消防対策部で把握した災害状況、消防活動状況に基づき、予防課は適切な広報を実施す

る。 

(1) 出火防止広報 

出火延焼危険の高い地域や指定避難所周辺道路等を優先して広報する。 

(2) 警戒区域の広報 

災害の発生、若しくは発生のおそれがあり、市民の生命保護のために火災警戒区域・

消防警戒区域を設定したときは、区域からの退去、出入りの禁止、若しくは制限を広報

する。 

(3) 避難情報の広報 

災害対策本部から発令される避難勧告等の避難情報に基づいて、指揮統制部、市民対

策部と連携して広報を実施する。 

 

５ 消火活動 
大震災時の消火活動は、「消防計画（地震災害対策計画）」に基づいて、同時に火災・救

助・救急事象が多発することから、初動時に出場隊を予め定められた地域に分散配置し、

情報収集や消火活動など最大限の消防力発揮に努める。 

(1) 水利の確保 

消火栓使用不能の場合は、防火水槽・プール・河川・ため池・農業水路などを活用し

て水利の確保に努める。 

(2) 臨機応変な部隊活用 

消防署班の部隊運用は、「消防計画（地震災害対策計画）」に基づき、効率的に行うこ

とを基本とするが、災害状況、気象状況、延焼防止条件などによって臨機応変に行う。 

(3) 他隊への応援要請 

延焼の防止や人命の安全確保のために応援部隊が必要な場合は、速やかに応援を要請

する。 

(4) 飛火の警戒 

火災の状況、方向、風速等により飛火火災の発生危険があるときは、風下建物に事前

注水を行ったり、市民に自己防衛行動を働きかける警戒広報を実施する。 
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６ 特殊火災の消防対策 
(1) 危険物・高圧ガス等の火災 

ア 関係機関は、危険物・高圧ガス・火薬類・毒劇物・管理化学物質及び放射性物質

による災害が発生したとき、又は、災害が発生するおそれがあるときは、施設等の

責任者と密接に連絡をとるとともに、府警察等関係機関とも十分連携し、市民の避

難など応急対策を実施する。 

イ 施設の管理者は関係機関に対して、直ちに通報・連絡するとともに、初期防除を

実施する。 

(2) 高層建築物火災 

ア 高層建物の火災は、平面的な防ぎょ活動と異なり立体的な活動を要するので、梯

子車等の選択出場を行う。 

イ 人命危険が高いので、当初より人命救助を主眼とした消防活動を行う。 

ウ 消防本部に対象物の防火関係資料等を常に備えておき防ぎょ活動の参考にする。 

 

７ 応援部隊の誘導 
他市に対して応援部隊を要請する場合は、次の諸点に留意して行う。 

(1) 応援部隊集結場所の明示 

(2) 所要の車両台数及び車種の明示 

(3) 誘導員の派遣 

(4) 最高指揮者の意図の徹底 

(5) 有効な水利への誘導 

(6) 防ぎょ部署の指定 
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第２節 二次災害の防止 
市、府をはじめ防災関係機関は、地震活動による地すべり、がけ崩れ及び建築物の倒壊な

どに備え、二次災害防止対策を講じるとともに、二次災害への心構えについて市民の啓発に

努めるものとする。 

 

１ 公共土木施設等 
(1) 被災施設・危険箇所の点検、応急措置 

市、府及び施設管理者は、道路・橋梁等の被害状況を早期に把握するため、被災施設

や危険箇所に対する点検を速やかに行い、必要に応じ応急措置を実施するとともに、市

域の山間部等で指定されている急傾斜地崩壊危険箇所、土石流危険渓流、地すべり危険

箇所などについてはパトロール等を強化するとともに、必要に応じて府及びＮＰＯ法人

大阪府砂防ボランティア協会（斜面判定士等）の協力を得て、二次災害の防除を図る。 

(2) 避難及び立入り制限 

市、府及び施設管理者は、著しい被害が生じるおそれのある場合は、速やかに府警察、

関係機関及び自治会長等の協力を得て関係住民に連絡する。 

また、必要に応じ、最寄りの指定避難所への避難勧告又は指示等を行うなど適切な避

難対策を講じるとともに、被災施設・危険箇所への立入り制限を実施する。 

 

２ 公共建築物 
  市は、被災した公共建築物の被害状況の把握を速やかに行い、必要に応じ、応急措置を

行うとともに、二次災害を防止するため、倒壊の危険性のある建物への立ち入り禁止措置

や適切な避難対策を実施する。 

建築対策班は、指定避難所の施設管理者と協働で施設の安全点検を速やかに実施する。 

 

３ 民間建築物・宅地 
(1) 被災建築物・宅地の把握・対応 

  ア 市は、民間建築物の被害状況を府に報告するとともに、対象とする建築物、区域

を定めて、被災建築物の応急危険度判定を実施するため、府に対して被災建築物応

急危険度判定士の派遣を要請する。 

イ 被災建築物応急危険度判定士の協力を得て、応急危険度判定を実施し、判定ステ

ッカーの貼付等により被災建築物の居住者等に、その応急危険度を周知し、二次災

害の防止に努める。 

ウ 市は、宅地の被害状況を府に報告するとともに、対象とする箇所の危険度判定を

実施するため、必要に応じ府に対して被災宅地危険度判定士の派遣を要請する。 

エ 被災宅地危険度判定士の協力を得て、危険度判定を実施し、判定ステッカーの貼

付等により宅地の所有者等にその応急危険度を周知し、二次災害の防止に努める。 

オ 応急危険度判定の実施にあたっては、把握した市内の被災状況や避難者数等を考

慮して対象地区や実施方法等を検討し、速やかに市民へ広報する。 
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４ 危険物施設等 
(1) 施設の点検、応急措置 

危険物施設等（危険物施設、高圧ガス施設、毒物劇物施設等）の管理者は、爆発等の

二次災害防止のため、施設の点検、応急措置を実施する。 

(2) 避難及び立入り制限 

危険物施設等の管理者は、爆発等によって大きな被害が発生するおそれのある場合は、

ただちに消防署、府警察等の関係機関や市民に連絡する措置をとる。 

通報を受けた市長は、茨木警察署長と連携を密にし、付近住民等に対する火気使用の

制限、避難情報の発令等の必要な措置を講じるとともに、必要に応じ被災施設及びその

周辺の危険区域への立入り制限を行い、二次災害の防止に努める。 

また、飲料水汚染のおそれのある場合は、ただちに市水道部、消防署等に通報し、取

水制限等が講じられるよう二次災害の防止に努める。 

 

５ 農業関係施設 
市は、被害状況の早期把握に努め、被災施設や危険箇所に対する点検を速やかに行い、

必要に応じ、応急措置を講ずる。 

また、農地、施設及び農作物に被害が生じた時は、施設管理者に対し、施肥、排水、

泥土の除去、倒伏果樹の引き起こし等、応急措置の技術指導を行うとともに、府の協力

のもと、病害虫発生予察事業を活用した、被災農作物の各種病害虫防除指導を行う。 
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第６章 避難対策 
第１節 避難 
災害から市民の安全を確保するため、防災関係機関は相互に連携し、避難情報の発令、避難誘

導等必要な措置を講ずる。 

その際、市は、危険の切迫性・地域の特性等に応じて避難情報の伝達文の内容を工夫すること、

その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動がわかるように伝達することなど

により、市民の積極的な避難行動の喚起に努めるとともに、「避難行動要支援者支援プラン」等に

沿った避難行動要支援者に対する避難支援に努める。 

 

１ 避難準備・高齢者等避難開始・避難勧告・避難指示（緊急） 
市長は、市民の生命又は身体を地震による二次災害等から保護し、及び被害の拡大を防止す

るため特に必要があると認める場合は、避難勧告等の避難情報を発令する。市民が自らの判断

で避難行動をとることができるよう、避難情報は、避難行動が必要な地域を示して発令する。 

また、市は、府からの助言に基づき遅滞なく避難情報を発令する。 

 (1) 避難勧告・避難指示（緊急）の実施責任者 

市長は、市民に避難勧告・避難指示（緊急）を行う場合、その他の実施責任者と連絡

協議して行い、そのいとまがない緊急の場合には、それぞれの実施責任者において実施

し、事後速やかに相互に連絡する。 

なお、市長は避難の措置状況を直ちに府知事に報告する。 

避難勧告・避難指示（緊急）の実施責任者については、次のとおりとする。 

ア 市長は、市民の生命又は身体を災害から保護し、及び災害の拡大を防止するため

特に必要があると認める場合は、避難のための立退きを勧告・指示する。 

また、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命又は身体に危険が

及ぶおそれがあると認めるときは、地域の居住者等に対し、屋内での待避その他の屋

内における避難のための安全確保に関する措置を指示する。これらの措置を講じた場

合は、速やかに知事に報告する。 

さらに、避難のための立退きを指示しようとする場合等において、必要があると認

めるときは、指定行政機関の長・指定地方行政機関の長・府知事に対し、避難勧告又

は避難指示（緊急）に関する事項について、助言を求めることとし、迅速に対応でき

るよう、あらかじめ連絡調整窓口、連絡の方法を取り決め、連絡先の共有を徹底して

おくなど、必要な準備を整えておく。 

また、躊躇なく避難情報を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき

業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあ

げた体制の構築に努める。 

助言を求められた指定行政機関の長・指定地方行政機関の長・府知事は、避難指示

（緊急）又は避難勧告の対象地域、判断時期等、所掌事務に関し、必要な助言を行う。 

避難指示（緊急）又は避難勧告の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

府知事は、市が事務の全部又は大部分の事務を行うことができなくなった時は、避
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難のための立ち退きの勧告及び指示に関する措置の全部又は一部を市長に代わって

行う。（災害対策基本法第60条） 

イ 知事又はその命を受けた職員は、洪水、雨水出水、地すべりにより著しい危険が

切迫していると認められるときは、避難のための立退きを指示する。（水防法第29

条、地すべり等防止法第25条） 

ウ 警察官、海上保安官は、市長による避難の指示ができないと認めるとき、又は、

市長から要求があったときは、避難のための立退きを指示する。（災害対策基本法

第61条） 

エ 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害の状況により特に急を要する場合

で、警察官がその現場にいない場合に限り、避難等の措置を講ずる。（自衛隊法第

94条） 

オ 市長は、洪水、雨水出水により著しい危険が切迫していると認められるときは、

避難のための立退きを指示する。（水防法第29条） 

カ 市長は、避難のための立退きを指示する場合等において、その通信のため特別の

必要があるときは、電気通信設備を優先的に利用し、又はインターネットを利用し

た情報の提供を行うことを当該事業者等に求める。 

キ 市長は、避難行動要支援者の避難行動支援に関する全体計画等に基づき、避難行

動要支援者への避難指示（緊急）や避難勧告を実施する。 

(2) 「避難準備・高齢者等避難開始」の発令・伝達 

市長は、避難行動要支援者については、避難行動に時間を要することを踏まえ、「避

難勧告等に関するガイドライン」等に基づき、「避難準備・高齢者等避難開始」を発令・

伝達する。 

(3) 避難住民への周知 

市長は、避難勧告・指示を行う住民に対して、避難先、避難経路、避難理由、勧告・

指示の実施責任者等を明示し、広報車、Ｌアラート（災害情報共有システム）、携帯メー

ル、緊急速報メール、インターネット等により周知徹底を図る。 

ア 伝達・周知 

(ｱ) 避難準備信号 

              ｻｲﾚﾝ5秒      ｻｲﾚﾝ5秒      ｻｲﾚﾝ5秒 

         サイレン         (休止10秒)       (休止10秒)       (休止10秒) 

 

(ｲ) 避難信号 

                      ｻｲﾚﾝ1分        ｻｲﾚﾝ1分        ｻｲﾚﾝ1分 

         サイレン              (休 止 5秒 )            (休 止 5秒 ) 

 

(ｳ) 広報車による伝達 

市・府警察・消防本部等の広報車により避難地区を巡回して周知する。 

(ｴ) 個別伝達 

避難が夜間かつ停電時の場合は、完全に周知徹底することが困難であるので、地

域の消防団や自治会等で班編成し、個別に伝達する。 
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避難準備・ 

高齢者等避難開始 

災害発生のおそれがあり、事態の推移によっては避難の勧告、避難指示（緊

急）を発令する必要が予想される場合 

避難勧告・避難指示（緊急） 当該地域又は土地、建物等に二次災害の発生するおそれがある場合 

 

(4) 避難者の誘導等 

ア 市 

市民の避難誘導に際し、府警察の協力を得るとともに、自主防災組織や自治会、赤

十字奉仕団等の市民組織等と連携して、できるだけ集団避難を行わせる。府が示した

指針に基づき、市が作成するマニュアルに則して、避難行動要支援者の確認と誘導に

配慮する。 

イ 学校、病院等の施設管理者 

学校、病院、社会福祉施設等、多数の者が利用する施設の管理者は、施設内の利用

者等を安全に避難させるため、避難誘導を行う。 

ウ 避難路の確保 

市、府、府警察及び道路管理者は、市民の安全のために避難路の確保に努める。 

エ 避難準備の注意事項 

(ｱ) 避難後の戸締まりを行う 

(ｲ) 火気・危険物等の始末を完全に行う 

(ｳ) 非常持ち出し品は、必要最小限度にとどめる 

(5) 警戒区域の設定 

災害時における市民の生命又は身体に対する危険を防止するため、特に必要があると

認める場合は、警戒区域を設定し当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は

当該区域からの退去を命じることができる。 

ア 設定者 

(ｱ) 市長は、市民の生命、身体に対する危険を防止するため特に必要があると認める

ときは、警戒区域を設定する。（災害対策基本法第63条） 

(ｲ) 知事は、市が全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは市長が実

施すべきこの応急対策の全部又は一部を代行する。（災害対策基本法第73条） 

(ｳ) 警察官又は海上保安官は、市長（権限の委任を受けた市の職員を含む）が現場に

いないとき、又は市長から要請があったときは警戒区域を設定する。（災害対策基

本法第63条） 

(ｴ) 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、市長その他職権を行うことができる者

がその場にいない場合に限り、警戒区域を設定する。（災害対策基本法第63条） 

(ｵ) 水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、水防上緊急の必要がある場所に

おいては、警戒区域を設定する。（水防法第21条） 

イ 規制の内容 

市長等は警戒区域を設定したときは、退去の確認又は立入り禁止の措置を講じると

ともに、府警察の協力を得て、可能な限り防犯・防火のためのパトロ－ルを実施する。 
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(6) 公用負担 

市長は、茨木市の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に

おいて応急措置を実施するため、緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるとこ

ろにより、当該市の区域内私有の土地・建物・その他の工作物を一時使用し、又は土石・

竹木・その他の物件を使用し若しくは収用する。 

代行権者…警察官（災害対策基本法第64条第７項） 

ア 前項の措置をとったときは、土地・建物の占有者等に対して、当該土地建物等の

名称・種類等を通知する。 

イ 応急措置を実施するため必要があると認めるときは、現場の災害を受けた工作物

又は物件で当該措置の実施の支障となるものの除去その他必要な措置をとる。 

ウ 工作物等を除去したときは、これを保管するとともに、当該工作物等の名称・種

類を公示する。 

(7) 住民等に対する従事命令等 

市長は、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、茨木市区域内の

住民又は当該応急措置を実施すべき現場にある者を当該応急措置の業務に従事させる。

（災害対策基本法第65条第１項） 

代行権者…警察官（災害対策基本法第65条第２項） 

なお、従事命令を発したときは、当該応急措置の実施に応じた者の人員・氏名を把握する。 

(8) 被災者の運送 

府は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者であ

る指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人並びに運送すべき場所及び

期日を示して、被災者の運送を要請する。 

また、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が無く、要

請に応じないときは、被災者の保護の実施のために特に必要があるときに限り、当該機

関に対し、当該運送を行うべきことを指示する。 

 

２ 指定避難所の開設・運営 
市は、災害が発生したとき、指定避難所を開設し、居住の確保、食糧、衣料、医薬品、

保健医療サービスの提供、生活環境の整備に必要な措置を講ずるとともに、指定避難所に

避難することができない被災者に対しても、食糧等必要な物資の配布、保健師等による巡

回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情報の伝達等により、生活環境の確

保が図られるよう努める。 

市は、施設の確保や避難者の移送等について府へ支援を要請する。 

 

(1) 指定避難所の開設 

ア 指定避難所 

市長等が避難の指示、勧告を行った場合、市は、施設管理者や地域住民の協力を得

て指定避難所を開設するとともに、市長は、直ちに職員を避難所要員として指定避難

所に派遣し、避難者の把握と避難所運営の準備を行う。避難所の開設にあたっては目
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視等により避難所施設の安全点検を実施し、余震等による２次災害のおそれがないと

確認してから、避難者の受入を行う。安全点検の結果、２次災害のおそれがあるなど

危険な安全が確保できない場合は、避難所要員は指定避難所の開設を中止し、市本部

へ報告する。 

また、指定避難所の受入れ能力を超える避難者が生じた場合は、宿泊施設、民間施

設の管理者など関係機関に要請するなど、必要な施設の確保を図る。 

指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶によ

る孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を開設・維持することの適否を

検討し、必要に応じて、避難所を指定する。 

イ 開設の時期 

(ｱ) 市域で震度５弱以上を観測したとき 

(ｲ) 災害発生のおそれがあり、避難情報が出されたとき 

(ｳ) 緊急を要する自主的な避難要請があったとき 

(ｴ) その他必要と認めるとき 

ウ 要配慮高齢者・障害者等のための福祉避難所 

市及び府は、被災により、居宅、指定避難所等では生活できない要配慮者については、

本人の意思を尊重した上で、福祉避難所（二次的な避難施設）への避難及び社会福祉施設

等への緊急一時入所を迅速かつ円滑に行う。社会福祉施設等は、施設の機能を維持しつつ、

可能な限り受け入れるよう努め、入所者が安心して生活を送れるよう、支援を行う。 

エ 関係機関への報告 

指定避難所を開設した時は、直ちに市本部を通じて避難所開設の状況（開設の日時、

場所、施設名、受入れ状況等）を府知事及び茨木警察署長に対して報告する。 

また、避難所要員は、避難者名簿、開設日誌、物品出納簿等を記録し、定められた

時間ごとに市本部へ報告する。 

(2) 指定避難所の管理・運営 

ア 避難受入れの対象者 

災害により、現に被害を受け又は被害を受けるおそれのある者で避難を必要とする

者 

(ｱ) 災害により現に被害を受けた者 

・住家が被害を受け、居住の場所を失った者 

・現に災害に遭遇し、速やかに避難しなければならない者 

(ｲ) 災害により現に被害を受けるおそれがある者 

・避難情報が発せられた対象地域の市民等 

・避難情報が発せられた対象地域の市民ではないが、緊急に避難を要する者 

・その他避難が必要と認められている場合 

イ 指定避難所の管理・運営 

(ｱ) 避難所要員が到着するまでは、施設管理者が管理する。 

(ｲ) 指定避難所責任者は、当初は避難所要員があたり、その後避難所・市民相談班が 

総合調整を行い、各部に引き継ぐ。 
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(ｳ) 避難所要員及び避難所・市民相談班は、市民、自主防災組織、ボランティア及び

防災関係機関等の協力を得て、指定避難所の管理・運営を行う。なお、避難生活が

長期にわたることが予想される場合には、避難者による自主運営の推進を図るとと

もに、民間事業者等への外部委託を活用する。 

(ｴ) 指定避難所の円滑な運営管理のために指定避難所に派遣した避難所要員は、指定

避難所の自治組織の結成を促し、避難者が互いに助け合う自主的な避難生活が行え

るよう支援する。 

(ｵ) 指定避難所に指定されている学校は、生徒の安全確保及び学校の早期再開に努め

るが、指定避難所開設当初においては、教員は可能な範囲で指定避難所の運営に協

力するものとする。 

【運営の留意事項】 

・指定避難所ごとにそこに受入れされている避難者に係る情報の早期把握及び自

宅、テント、車、その他指定避難所外で生活している被災者等に係る情報の把握

並びにこれらの情報の府への報告 

・混乱防止のための避難者心得の掲示 

・応急対策の実施状況・予定等の情報の掲示 

・生活環境への配慮を行い、常に良好なものとするため、食事供与の状況、トイレ

の設置状況等の把握 

・避難行動要支援者への配慮 

・避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及

び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策

の必要性、ごみ処理の状況など指定避難所の衛生環境の把握と医師や看護師等に

よる避難者の健康状態の把握に努め、必要な措置の実施 

・多言語支援が必要な避難者情報の収集及び当該避難者に対する言語、生活習慣、

文化等の違いへの配慮 

・相談窓口の設置（女性相談員の配置に配慮する。） 

・高齢者、障害者、乳幼児等の要配慮者への配慮 

・家庭動物のためのスペース確保及び動物飼養者の周辺への配慮の徹底 

・指定管理施設が指定避難所となっている場合は、指定管理者と事前に避難所運営

に関する役割分担等を協議 

・各避難所の運営者を含めた避難所の良好な生活環境の継続的な確保のための専門

家等との定期的な情報交換の実施 

また、市は、指定避難所の運営における女性の参画を推進するため、指定避難所運

営組織に女性を加えるとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点に配慮するも

のとする。特に女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着

の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性

の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営に努める。 

ウ 指定避難所の集約及び閉鎖 

(ｱ) 災害復旧状況や避難者の状況を勘案し、避難者が帰宅できる状態となったと認め
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るときは、指定避難所の統合・集約又は指定避難所の閉鎖を決定し、指定避難所責

任者に必要な指示を行う。 

(ｲ) 指定避難所責任者は、市本部の指示により避難者を帰宅させるほか、必要な措置

をとる。 

(ｳ) 指定避難所の統合・集約を行う場合は、避難者の生活拠点、避難者数、被災者の

態様や地域の福祉的な支援体制等を総合的に考慮したうえで、統合・集約する指定

避難所を決定する。なお、統合・集約する指定避難所の決定にあたっては、良好な

生活環境の確保に適した施設を優先し、施設の平常利用の妨げにならないよう配慮

する。 

(3) 指定避難所の早期解消のための取組み等 

市は、府と十分に連携し、避難者の健全な居住環境の早期確保のために、応急仮設住

宅の迅速な提供、及び公営住宅や民間賃貸住宅の空き家等利用可能な既存住宅のあっせ

んを行うなど、指定避難所の早期解消に努める。 

また、市は、被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定を迅速に実施し、必

要に応じて、住宅事業者の団体と連携し、被災しながらも応急対策をすれば居住を継続

できる住宅の応急修繕を推進するとともに、自宅に戻った被災者への物資の安定供給等

に努める。 

なお、市、府、関係機関が連携して、より効率的・効果的な応急対策に取り組めるよ

う、また、指定避難所に避難する被災者が早期に日常生活を取り戻せるよう方策を検討

し、実施する。 
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第２節 福祉活動 
１ 避難行動要支援者の被災状況の把握 
(1) 避難行動要支援者の安否確認・避難誘導及び被災状況の把握 

市は、発災時等においては、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行

動要支援者名簿を効果的に利用し、府が示す指針を踏まえ、自治会、民生委員・児童委

員、地域住民、市社会福祉協議会等の協力を得て避難行動要支援者について避難支援や

迅速な安否確認等が行われるように努めるとともに、被災状況の把握に努める。 

また、被災により保護者を失う等の要配慮児童の早期発見、保護に努める。 

(2) 医療・福祉・介護ニーズの把握 

被災した避難行動要支援者に対して、居宅、指定避難所及び応急仮設住宅等において、

支援活動や組織的な福祉サービスが提供できるよう民生委員・児童委員、保健所等の関

係機関と連携して医療・福祉・介護ニーズの把握に努める。 

 

２ 被災した避難行動要支援者への支援活動 
避難誘導、指定避難所での生活環境、応急仮設住宅への受入れに当たっては、避難行動

要支援者に十分配慮するものとする。特に指定避難所での健康状態の把握、福祉施設職員

等の応援体制、応急仮設住宅への優先的入居、高齢者、障害者向け応急仮設住宅の設置等

に努めるものとする。また、情報の提供についても、十分配慮する。 

(1) 情報の伝達及び在宅福祉サービスの継続的提供 

被災した避難行動要支援者に対し、居宅、指定避難所及び応急仮設住宅等において、

必要な情報を伝達できる体制を民生委員・児童委員をはじめ地域住民や自主防災組織等

の協力を得て確保するとともに介護サービス、介護予防・生活支援サービス及び障害福

祉サービスがニーズに応じて、継続的に提供できるよう事業所サービス、地域包括支援

センター及び居宅介護支援を実施している事業者と連携する。 

(2) 福祉避難所等の早期開設等 

被災した避難行動要支援者が、より安定した避難生活を送れるよう市が指定する福祉

避難所や災害協定に基づく福祉避難施設等での早期受入れに努める。 

(3) 避難行動要支援者の施設への緊急入所 

居宅、指定避難所等では生活できない避難行動要支援者については、本人及び家族の

意思を尊重したうえで、社会福祉施設等への緊急入所の対応を行う。 
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第３節 学校・社会福祉施設等における避難対策 
１ 学校園・保育所等における避難対策 
生徒・児童・園児の避難措置について安全な避難方法を定めておく。 

(1) 避難実施責任者 

(2) 避難の順位 

(3) 避難誘導責任者及び補助者 

(4) 避難誘導の要領、措置 

(5) 避難者の確認 

(6) 生徒・児童・園児の保護者への引渡し方法 

 

２ 社会福祉施設等における避難対策 
避難措置について安全な避難方法を定めておく。 

(1) 避難実施責任者 

(2) 避難の時期（事前避難の実施等） 

(3) 避難誘導責任者及び補助者 

(4) 避難誘導の要領、措置（車の活用による搬送等） 

(5) 避難所の設定及び受入れの方法 

(6) 避難者の確認 

(7) 保護者・後見人等への連絡方法 
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第４節 広域一時滞在 
市は、災害の規模、被災者の避難・受入れ状況、避難の長期化等に鑑み、市の区域外への

広域的な避難及び避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断した場合において、府

内の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入

れについては府に対し当該他の都道府県との協議を求める。 

府は、市から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとし、市の行政機能

が被災によって著しく低下した場合など、市からの要求を待ついとまがないと認められると

きは、市の要求を待たないで、広域一時滞在のための協議を市に代わって行う。 

また、他の都道府県から被災住民の受入れの協議を受けた場合は、被災住民の受入れにつ

いて、関係市町村長と協議を行う。協議を受けた市長は、正当な理由がある場合を除き、被

災住民を受け入れることとし、一時滞在の用に供するため、受け入れた被災住民に対し公共

施設等を提供する。 

市は、指定避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することについても定め

るなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定して

おくよう努める。 
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第５節 災害時の警備 
１ 警察の任務 
茨木警察署は、市民の生命・身体及び財産を災害から保護するため、関係機関と緊密な

連携のもとに、各章に定める災害の予防・応急・復旧に伴う諸活動を実施して公共の安全

と秩序の維持にあたる。 

 

２ 警備体制 
茨木警察署は、災害が発生し又は発生のおそれがある場合には、その災害規模に対応し

た所要の警備体制をとる。 

(1) 警備本部の設置 

茨木警察署に警備本部を設置し、指揮体制を確立する。 

(2) 警備部隊の編成運用 

茨木警察署は、勤務中の警察職員及び非常参集者をもって警備部隊を編成配置する。 

なお、被害が甚大で茨木警察署の部隊で不足する場合には、大阪府警察本部に応援部

隊を要請する。 

 

３ 警備措置 
(1) 事前の措置 

ア 危険箇所及び危険地域等の実態調査 

イ 予警報の伝達又は伝達協力 

ウ 自主防犯についての注意指導、警告広報 

エ その他関係機関が行う災害防ぎょ活動に対する援助協力 

(2) 災害発生時（後）の措置 

ア 避難誘導 

イ 被災者の救助救出 

ウ 交通規制及び緊急交通路の確保 

エ 検視活動 

オ 被害調査及び被害情報の収集 

カ 権利及び利害の錯綜による紛争事案の警戒 

キ 流言飛語の防止などの広報活動 

ク 関係機関の行う救助活動に対する援助協力 
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第７章 救助救急及び医療救護対策 
第１節 救助・救急対策 
災害のため生命・身体が現に危険な状態にある者、又は生死不明の状態にある者に対して

は、応急措置及び医療機関への搬送並びに救助を行う。なお、救急・救助活動の詳細につい

ては、消防計画に定める。 

 

１ 救助方法 
(1) 行方不明者等の捜索 

消防署及び民生対策部福祉・安否確認班は、府警察や自衛隊の協力を得て行方不明者

等の捜索にあたるとともに、行方不明者等の情報収集を行う。 

また、被災の状況により、事業者や消防団、また、自治会等に協力を依頼するなど、

民間企業・団体や地域住民の応援を得て実施する。 

(2) 救助体制 

ア 災害対策本部設置中の救助活動については、消防機関、府警察及び市民等の協力

により救助隊を編成し、救助に必要な資機材を投入し迅速な救助作業にあたるもの

とする。 

イ 市単独では救助作業が困難であり、かつ救助作業に必要な資機材等の調達を要す

るときは、府及び近隣市に応援を要請する。 

ウ 上記イで対応できない規模の災害が発生したときは、府を通じ、緊急消防援助隊

等及び自衛隊に応援を要請する。 

(3) 発見者の通報 

救助の要する者を発見したときは、直ちに市長又は警察官(署)若しくは消防署員(署)

に通報する。 

(4) 救助方法 

ア 災害対策本部は、消防署及び府警察と緊密な連絡を取り、必要に応じ他の機関や

民間の関係事業所等の協力により、救援車・救助工作車・重量物除去車や専門機器

等の応援を求め救助作業にあたる。 

イ 救助した負傷者は、直ちに救急車でその症状に適合した医療機関等へ搬送する。 

ウ 復旧作業との関連及び特殊機器を要する作業については、自衛隊の派遣を要請

し、その人員・資機材等を活用する。 

 

２ 救急方法 
(1) 救急搬送にあたっては、負傷者の状況、医療救護所・病院等にいたる道路の状況を

把握し、迅速に搬送する。 

また、災害現場で救急処置を施す必要のある者が多数の場合、医療関係機関で構成さ

れる医療救護班の出動等を要請する。 

(2) 現有の救急車両や人員で実施が困難な場合、近隣市町の消防機関や民間の関係事業

所等に応援を要請する。 
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(3) 負傷者を搬送する必要があるときは、府等の関係機関にヘリコプターの応援を要請

する。 
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第２節 医療救護活動 
市、府及び医療関係機関は、大阪府災害時医療救護マニュアル等に基づき、災害の状況に

応じ被災地域の内外を問わず、緊急医療及び助産の必要な被災者等のうち、災害のため医療

機関等が混乱し、適切な医療及び助産を受けることができなくなった者に対して、茨木市医

師会、茨木市歯科医師会、茨木市薬剤師会をはじめ、医療関係機関等により、救命医療を最

優先とする迅速かつ適切な医療救護活動（助産を含む。以下同じ。）を実施する。 

 

１ 基本方針 
災害の規模が大きいほど、医療行為が遅延することとなるが、市は、災害医療協力病院

等の医療関係機関と密接な連携のもと、可能な限り短期間における被災傷病者等の収容

治療、重症患者の後方病院への転送を実施する。この際、効率的な負傷者救護のためには、

適切なトリアージを実施する必要がある。 

大規模な災害発生時には、平時の救急医療機能に準じ災害拠点病院、災害医療協力病院

を中心として、事前もしくは災害発生時に開設することを承諾した医療機関を可能な限

り臨時指定医療救護所と位置づけ医療救護活動を行う。ただし、施設が被災もしくは被災

傷病者等多数により当該施設内での診療が不可能な場合は、位置づけた臨時指定医療救

護所以外の場所に医療救護所を設置もしくは指定避難所に併設する指定医療救護所にお

いて医療救護活動を行う。さらに、既存の疾患の進行や災害神経症について、可能な限り

対応を行う。 

 

２ 災害医療情報の収集・提供 
 (1) 市 

市は、茨木市医師会、茨木市歯科医師会、茨木市薬剤師会及び災害医療協力病院等の

協力を得て、人的被害、医療機関の被災状況及び活動状況並びに被災地の医療ニーズに

ついて的確に把握する。 

また、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）及び府防災行政無線等を用いて、

災害に係る医療情報を速やかに府へ報告するとともに、可能な限り市民に対する医療関

連情報の提供に努める。 

 (2) 府 

府は、市からの報告、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）又は大阪府救急・

災害医療情報システム及び府防災行政無線等を用いて、被災状況、医療機関の活動状況、

被災地の医療ニーズ、患者受入情報を一元的に把握し、速やかに市などの関係機関及び

府民に情報を提供する。また、必要に応じてライフライン事業者に対し被災医療機関の

情報提供を行い、復旧にかかる対策等を要請する。 

 

３ 現地医療の確保 
(1) 医療救護班の編成・派遣 

市、府及び医療関係機関は、被災傷病者等の応急処置及び応急治療を行うため、災害

の状況に応じ速やかに医療救護班を編成し、市あるいは府の定める参集場所に派遣する。 
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なお、医療救護班は、原則として現地医療活動を行うために当座必要な資機材等を携

行する。 

  ア 市 

市は、災害発生後、災害の状況に応じ速やかに医療救護所の開設を決定するととも

に、医療救護班を編成・派遣し医療救護活動を実施する。また、必要に応じて、府（大

阪府茨木保健所）を通して医療救護班の応援派遣の要請を行うとともに、受入れ窓口

を設置し調整を行い、活動場所（医療救護所等）及び必要に応じた参集拠点の確保を

図る。 

市単独では十分対応できない程度の災害が発生した場合は、府（大阪府茨木保健所）

を通して日本赤十字社大阪府支部に医療救護班の派遣要請を行う。 

  イ 府 

府は、市から要請があったとき、又は自ら必要と認めたときは、医療救護班を派遣

し医療救護活動を実施するとともに、医療関係機関に協力を要請する。また、必要に

応じて、国及び他府県に対しても医療救護班の応援派遣の要請を行うとともに、受入

れ窓口を設置し調整を行い、活動場所（医療機関・救護所・航空搬送拠点等）及び必

要に応じた参集拠点の確保を図る。 

また、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）に関しては、調整本部を設置し、必要

に応じて、国及びＤＰＡＴ事務局に対して他府県のＤＰＡＴの応援派遣の要請を行う

とともに、受入れ窓口を設置し、調整を行う。 

ウ 災害拠点病院等 

次の医療関係機関は、府の要請、又は自ら必要と認めたときは、医療救護班を派遣

して医療救護活動を実施する。 

（医療関係機関） 

災害拠点病院、特定診療災害医療センター、市町村災害医療センター、独立行政

法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、日本赤十字社大阪府支

部、大阪府医師会、大阪府歯科医師会、大阪府薬剤師会、歯科系大学 

(2) 医療救護班の搬送 

ア 医療関係機関 

医療関係機関は、原則として、医療関係機関で所有する緊急車両等を活用し、移動

する。 

イ 市及び府 

医療関係機関が搬送手段を有しない場合は、市及び府が搬送手段を確保し、搬送を

行う。 

(3) 救護所の開設・運営 

ア 市は、必要に応じて災害現場付近に応急救護所を設置し開設・運営するととも

に、指定避難所に併設する指定医療救護所のほか、必要に応じて適当な場所に医療

救護所を開設し運営する（「４ 現地医療活動」参照）。 

イ 市は、事前もしくは災害発生時に医療機関の開設者から医療救護所を設置し開設

することについて承諾が得られた場合は、医療機関を臨時指定医療救護所として指
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定する。 

ウ 第五管区海上保安本部は、可能な範囲で医師や看護師に対し、ヘリコプター搭載

型巡視船等に設けられた医務室を提供するほか、宿泊等の便宜を図る。 

(4) 医療救護班の受入れ・調整 

  ア 市 

市は、派遣要請をした医療救護班の受入れ窓口を災害時医療対策本部に設置し、府

（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと救護所への配置調整を行う。 

  イ 府 

府は、府内医療関係機関並びに国及び他府県へ派遣要請した医療救護班を受入れ、

市への派遣調整を行う。 

 

４ 現地医療活動 
(1) 市内医療機関による応急医療活動 

市内の被災を免れた災害医療協力病院（二次救急告示病院）、市内診療所等による応

急医療活動を実施する。 

(2) 応急救護所及び医療救護所の開設 

ア 応急救護所及び医療救護所の開設基準（目安として震度６強） 

(ｱ) 現地医療機関が被災し、その医療機能が低下したため、現地医療機関だけでは 

対応しきれないとき。 

(ｲ) 被災傷病者等が多数で、現地医療機関だけでは対応できないとき。 

(ｳ) 被災地付近に対応可能な医療機関が無く、被災地付近での対応が必要なとき。 

(ｴ) 被災地の医師が必要と認めたとき。 

(ｵ) その他、災害時医療対策本部が開設の必要があると認めたとき。 

イ 救護所の開設 

(ｱ) 医療救護所の開設場所は、アの開設基準に基づく市災害時医療対策本部の判断 

を踏まえ、市災害対策本部が決定する。 

(ｲ) 応急救護所は、必要に応じて、災害現場付近に設置し開設する。 

(ｳ) 指定医療救護所は、表「指定医療救護所（災害用医薬品備蓄拠点）」のうちから 

必要に応じて開設する。その他、対応が可能な医療機関を臨時指定医療救護所とし 

て指定し開設する。 

(ｴ) 救護所の運営等は、救護所運営マニュアル等に基づき行う。ただし、運営マニュ 

アル等に無い事項については、現地に派遣されている医療救護班等及び市災害時 

医療対策本部が協議のうえ決定する。 

(3) 救護所における現地医療活動 

ア 応急救護所における現場救急活動 

府等から派遣される医療救護班、災害拠点病院から派遣される緊急医療班等が、市

災害医療センター及び応急救護所で応急処置やトリアージ（負傷者の選別）等の現地

救急活動を行う。 

イ 医療救護所における臨時診療活動 
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茨木市医師会等並びに医療救護所に指定された医療機関に所属する医療従事者及び

その職員により編成される診療科別医療班に加えて府等から派遣された診療科別医療

班等が、医療救護所において通常診療再開を視野に入れつつ、主に軽症患者に対する医

療活動や被災住民等の健康管理等を行う。なお、出動に当たっては、原則として医療機

関で所有する車両等を活用する。 

(4) 被災地域外からの医療救護班の派遣要請 

多数の死傷者が発生し、茨木市医師会所属の医療救護班と市内の災害医療協力病院

（二次救急告示病院）のみでは迅速な応急医療活動が困難と判断された場合には、府（大

阪府茨木保健所）を通して日本赤十字社大阪府支部等の医療関係機関に、医療救護班の

派遣を要請する。 

なお、医療救護班の受入れにあたっては、災害時医療対策本部が医療ボランティア等

の活用も含め、府（大阪府茨木保健所）の支援・協力のもと、配置調整を行う。また、

医療救護班が輸送手段を有しない場合は、市及び府が搬送手段を確保する。 

(5) 現地医療活動の継続 

府は、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）による活動と並行して、また、災害派遣医療

チーム（ＤＭＡＴ）活動の終了以降、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、日本赤

十字社、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、国立大学病

院、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看護協会、民間医療機関等からの医療チーム

派遣等の協力を得て、指定避難所等、救護所も含め、被災地における医療提供体制の確

保・継続を図るものとし、その調整に当たっては災害医療コーディネーターを活用する。

その際、医療チーム等の交代により医療情報が断絶することのないよう、被災地におけ

る診療情報の引継ぎが適切に実施されるよう、努める。 

 

５ 後方医療活動 
災害拠点病院、特定診療災害医療センター及び災害医療協力病院は、被災地内の医療機

関や救護所では対応できない重症患者や、特殊な医療を要する患者等に対する後方医療

を実施する。なお、これらの患者の搬送については特に緊急を要するため、輸送手段の優

先的確保など特段の配慮を行う。 

被災地域内の救護所や医療機関では対応できない患者が発生した場合や、病院等が被

災したため継続して医療の確保が困難な場合は、被災地以外の医療機関への受入れを府

に要請する。 

(1) 患者搬送手段の確保 

患者を陸上搬送する場合は、災害時の緊急交通路を通行可能な救急車を原則として使

用する。また、緊急を要する場合は、府に要請しヘリコプターによる緊急搬送を行うな

ど、救命医療を最優先とする搬送手段の確保を図る。 

(2) 受入れ病院の選定 

市は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）等で提供される患者受入情報に

基づき、特定の病院へ患者が集中しないよう振り分け調整し、関係機関が患者を搬送す

る。 
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(3) 災害医療機関の役割 

ア 災害拠点病院 

(ｱ) 基幹災害拠点病院 

災害医療に関して都道府県の中心的な役割を果たす基幹災害拠点病院は、下記の

地域災害拠点病院の活動に加え、患者の広域搬送にかかる地域災害拠点病院間の調

整を行う。 

(ｲ) 地域災害拠点病院 

地域災害拠点病院は次の活動を行う。 

・24時間緊急対応により、多発外傷、座滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多

発する救急患者の受入れと高度医療の提供 

・医療救護班の受入れ、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣 

・患者及び医薬品等の広域搬送拠点としての活動及びこれにかかる地域医療機

関との調整 

・地域の医療機関への応急用医療資機材の貸出し等の支援 

イ 特定診療災害医療センター 

特定診療災害医療センターは、循環器疾患、消化器疾患、アレルギー疾患、小児医

療、精神疾患など専門診療を必要とする特定の疾病対策の拠点として主に次の活動を

行う。 

(ｱ) 疾病患者の受入れと高度な専門医療の提供 

(ｲ) 疾病患者に対応する医療機関間の調整 

(ｳ) 疾病患者に対応する医療機関等への支援 

(ｴ) 疾病に関する情報の収集及び提供 

ウ 災害医療協力病院 

平時の救急医療機能に準じ、救急要請等により転搬送もしくは直接来院した中等症

患者及び軽症患者への医療を提供する。 

エ 市災害医療センター 

市災害医療センターは、主に入院を要する中等症患者の受入れ・集約拠点であり、

災害時の医療情報の集約並びに応援部隊の活動拠点として、災害時の医療情報の把

握・分析・評価及び医療救護班等の応援部隊の受入れを行う。 

なお、市災害医療センターは、原則として、二次救急告示病院とするが、諸事情に

より指定が困難な場合は、市災害時医療対策本部のある市保健医療センター附属急病

診療所も指定することができる。その場合は、中等症患者に対応するための後方医療

体制を確保するとともに、患者のトリアージや後方医療体制となる病院への搬送の要

否判断、軽症患者に対する応急処置ができる医療救護班を確実に確保しなければなら

ない。 

オ 医療救護所 

医療救護所は、指定避難所等に併設される指定医療救護所のほか、状況に応じ医療

機関（臨時指定医療救護所）を指定するものとし、災害発生直後から中長期間にわた

って、通常診療再開を視野に入れつつ、主に軽症患者に対する医療活動や被災住民等
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の健康管理等を行う。 

 

６ 医薬品等の確保 
(1) 市 

ア 災害時の医薬品等の確保は、保健医療センター及び市内10か所の指定医療救護所

の医薬品等備蓄により対応するとともに、市内の医療関係機関に対しても協力を要

請する。 

イ 茨木医薬品備蓄センターで医療用備蓄を行っている茨木市薬剤師会と連携して確

保する。 

ウ 府備蓄センターに必要医薬品等の支援を要請する。 

エ 医療の救援物資については、保健医療センターに集積し、医療機関等に供給する。  

なお、医薬品等の物資の受入れ、輸送等の供給方法等については別に定める。 

 (2) 府 

府は、市から要請があった場合、又は自ら必要と認めたときは、医療関係機関及び医

薬品等関係団体の協力を得て、医療救護活動に必要な医薬品、医療用資機材の調達、供

給活動を実施する。また、必要に応じて、国及び他府県に対しても医薬品等の応援要請

を行うとともに、受入窓口を設置し調整を行う。 

(3) 日本赤十字社大阪府支部 

日本赤十字社大阪府支部は、他府県支部に応援を要請し、血液製剤の供給活動を実施する。 

 

７ 個別疾患等対策 
市は、専門医療が必要となる人工透析、難病等の患者に対して、府及び医療関係機関と

協力して継続して医療が受けられるように努める。 

 

８ 市民への周知 
トリアージについて、市民の理解を図るため周知する。 
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第８章 交通輸送対策 
第１節 交通規制・緊急輸送活動 
市、府、防災関係機関は、救助・救急、医療並びに緊急物資の供給を迅速かつ的確に実施

するための緊急輸送活動に努める。 

府警察及び道路管理者は、災害が発生した場合、又は災害がまさに発生しようとする場合

において、災害応急活動に必要な交通規制を実施する。 

 

１ 緊急交通路の確保及び交通規制の実施 
(1) 被害情報等の収集及び緊急交通路の指定 

市、府、府警察及び道路管理者は、連携して災害の規模、道路の損壊状況、交通状況

等について、迅速かつ正確な情報収集に努め、その結果を相互に連絡する。 

特に、緊急交通路に選定されている「重点14路線」及び高速自動車国道等に対しては、

緊急交通路の指定に向けた道路状況の確認を行うとともに、府警察は、交通規制の実施

に伴う道路管理者との連絡・調整を行う。 

(2) 緊急交通路の指定に係る各関係機関の役割 

府警察は、災害応急対策を迅速かつ的確に行うため、前記重点14路線以外の路線にお

いて緊急交通路を指定する必要がある場合には、市、府、道路管理者と協議し、被災地

の状況、道路の状況、緊急輸送活動等を考慮して、緊急通行車両等の通行を確保すべき

緊急交通路を選定する。府公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行う

必要があるときは、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指

定、放置車両や立ち往生車両等の移動等について要請する。 

市、府、府警察及び道路管理者は、当該緊急交通路について必要な措置を講じ、その

結果を相互に連絡する。 

ア 市、府、道路管理者 

(ｱ) 点検 

使用可能な緊急交通路を把握するため、自転車やバイク等の多様な移動手段の活

用による現地調査の実施により早急に、道路施設の被害状況及び安全性の点検を行

い、その結果を府及び府警察に連絡する。 

(ｲ) 通行規制 

道路管理者は、道路の破損、欠損等により交通が危険であると認められる場合、

あるいは被災道路の応急復旧等の措置を講ずる必要がある場合には、府警察と協議

し、区間を定めて道路の通行を禁止し、又は制限する。 

(ｳ) 道路啓開等 

道路上の倒壊障害物の除去、移動や、放置車両の移動を、民間建設業者等の協力

を得て実施し、早期の道路啓開に努める。作業にあたっては、府警察、他の道路管

理者と相互に協力する。 

なお、道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行

車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動の
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命令を行う。運転者がいない場合等においては、道路管理者は、自ら車両の移動等

を行う。 

イ 府警察 

(ｱ) 交通管制 

被災区域への車両の流入抑制及び緊急交通路を確保するための信号制御等の交

通管制を行う。 

(ｲ) 緊急交通路における交通規制の実施 

「重点14路線」及び高速自動車国道等に対する緊急交通路の指定を実施し、緊急

通行車両等以外の車両に対する通行禁止の交通規制を実施する。 

(3) 警察官、自衛官及び消防職員による措置命令 

警察官は、通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両等の通行の妨

害となることにより、災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあると認める

ときは、車両その他の物件の所有者等に対して、緊急通行車両等の円滑な通行を確保す

るため、必要な措置を命ずる。 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官及び消防職員は、警察官がその場にいない場合

に限り、自衛隊用緊急通行車両等及び消防用緊急車両の通行のため、同様の措置を講ず

る。 

(4) 交通規制の標識等の設置 

府警察及び道路管理者は、車両の通行を禁止し、又は制限する措置を講じた場合は、

緊急の場合を除き、規制の対象や期間等を表示した標識等を設置する。 

 

２ 緊急交通路の周知 
市、府、府警察及び道路管理者は、報道機関等を通じて、消防機関、医療機関、自衛隊、

交通関係事業者、ライフライン事業者など緊急輸送活動に係る関係機関等に対して、交通

規制の状況を連絡するとともに、緊急交通路への一般車両の進入を防止し、緊急交通路の

機能を十分に発揮させるため、市民への周知を行う。 

 

３ 緊急通行車両等の確認 
府公安委員会が災害対策基本法第76条第１項に基づく通行の禁止又は制限を行った場

合は、府及び府公安委員会は、同法施行令第33条の規定により、緊急通行車両等であるこ

との確認を行い、当該車両の使用者に対して標章及び証明書を交付する。 

なお、府公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うため必要があると

きは、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指定、放置車両や

立ち往生車両等の移動等について要請する。 

 

４ 輸送手段の確保 
市は、公用車及び応援車の活用及び、必要に応じて日本通運株式会社（大阪北支店）、

一般社団法人大阪府トラック協会などの運送事業者の協力により、輸送手段を確保し、応

急輸送活動を行う。 
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府は、府警察、自衛隊、並びに日本通運株式会社、一般社団法人大阪府トラック協会及

び赤帽大阪府軽自動車運送協同組合などの運送事業者の協力を得て、緊急輸送活動を行

う。 

 

５ 輸送基地の確保 
(1) 陸上輸送基地に選定された施設の管理者は、施設及びその周辺の被害状況や施設の

利用可能状況を把握し、府に報告する。 

(2) 施設管理者は、輸送活動の支障となる障害物の除去に努める。 

(3) 府は、被災地の状況、道路の状況、緊急輸送活動等を考慮して、利用する陸上輸送

基地を指定し、施設の管理者、府警察、自衛隊、一般社団法人大阪府トラック協会、

赤帽大阪府軽自動車運送協同組合及び一般社団法人大阪バス協会など運送業者に連絡

する。 

 

６ 高速道路等が緊急交通路等に指定された場合の措置 
災害対策基本法又はその他の関係法令の規定に基づき、高速道路が関係機関から緊急

交通路に指定されたときは、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社又は大阪府

道路公社はこれに対処すべき必要な措置を行い、道路交通の確保に協力するものとする。

この場合において、料金を徴収しない車両の取扱い等、料金収受業務に関し、適切な措置

を講ずるものとする。 

 

７ 重要物流道路等における道路啓開等の支援 
国は、迅速な救急救命活動や救急支援物資などを支えるため、国土交通大臣が指定した

重要物流道路及びその代替・補完路において、道路啓開や災害復旧を代行できる制度を活

用し支援を行う。 

 

８ 航空輸送 
状況に応じ、陸上輸送を補完する活動として、航空輸送を行う。 

(1) 輸送基地の確保 

ア 府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、大阪航空局、新関西国際

空港株式会社、自衛隊の協力を得て、空港及び航空機の利用可能状況を把握する。 

イ 市は、災害時用臨時ヘリポートにおける障害物の有無等、利用可能状況を把握

し、府に報告する。 

ウ 市及び府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、自衛隊と協議し、

開設するヘリポートを指定する。 

(2) 輸送手段の確保 

市及び府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、自衛隊の協力を得て、

緊急輸送活動を行う。 
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緊急通行車両以外の車両通行止標示 

 

 

備 考 

１ 色彩は、文字、縁線及び区分線は青色、斜 

めの帯及びわくを赤色、地を白地とする。 

 

２ 縁線及び区分線の太さは、１センチメート 

ルとする。 

 

３ 図示の長さの単位はセンチメートルとする。 

 

４ 道路の形状又は交通の状況により特別の必 

要がある場合にあっては、図示の寸法の２倍 

まで拡大し、又は図示の寸法の２分の１まで 

縮小することができる。 

 

 

 

緊急通行車両標章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

１ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」、

「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及び日を表示する部分

を白色、地を銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 
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第２節 交通の維持復旧 
鉄軌道、道路施設の管理者は、迅速な初動対応と利用者の安全確保のための対策を講ずる

とともに、都市機能を確保するために、速やかに交通機能の維持・回復に努める。 

 

１ 交通の安全確保 
(1) 被害状況の報告 

各施設管理者は、速やかに施設の被害状況を調査し、被害が生じた場合は、その状況

を市及び府に報告する。 

(2) 各施設管理者における対応 

ア 鉄軌道施設（西日本旅客鉄道株式会社、阪急電鉄株式会社、大阪高速鉄道株式会

社） 

(ｱ) 地震の場合は、予め定めた基準により、列車の緊急停止、運転の見合わせ若しく

は速度制限を行う。 

(ｲ) 負傷者には、応急救護の措置を講ずるとともに、必要に応じて、消防署、府警察、

海上保安監部署及び海上保安航空基地に通報し、出動の要請を行う。 

(ｳ) 乗客の混乱を防止するため、適切な車内放送及び駅構内放送を行うとともに、状

況に応じて、安全な場所への避難誘導を行う。 

イ 道路施設（市、府、近畿地方整備局、西日本高速道路株式会社） 

(ｱ) 地震の場合は、予め定めた基準により、通行の禁止又は制限を実施する。 

(ｲ) 負傷者には、応急救護の措置を講ずるとともに、必要に応じて消防署、府警察に 

通報し、出動の要請を行う。 

(ｳ) 交通の混乱を防止するため、通行車両の迂回路への誘導等適切な措置を講ずる。 

 

２ 交通の機能確保 
(1) 障害物の除去 

各施設管理者は交通の支障となる障害物を除去し、除去した障害物については、各施

設管理者が責任をもって廃棄又は保管の措置をとる。 

(2) 各施設管理者における復旧 

ア 鉄軌道施設 

(ｱ) 線路、保安施設、通信施設など列車運行上重要な施設を優先して応急復旧を行 

うとともに、被害状況、緊急性、復旧の難易度などを考慮し、段階的な応急復旧 

を行う。 

(ｲ) 被害状況によっては、他の鉄軌道管理者からの応援を受ける。 

(ｳ) 運行状況、復旧状況、今後の見通しを関係機関に連絡するとともに、報道機関を 

通じ広報する。 

イ 道路施設 

(ｱ) 被害状況、緊急性、復旧の難易度などを考慮し、緊急交通路を優先して応急復 

旧を行うとともに、順次その他の道路の応急復旧を行う。なお、橋梁、トンネル 

など復旧に時間を要する箇所を含む道路は、代替道路の確保に努める。自動車専 
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用道路は、速やかに復旧させるよう部分開通するための段階的な応急復旧を行う。 

(ｲ) 被害状況によっては、他の道路管理者からの応援を受ける。 

(ｳ) 通行状況、復旧状況、今後の見通しを関係機関に連絡するとともに、報道機関を 

通じ広報する。 
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第９章 緊急物資の供給 
市及び府は、被災者の生活の維持のため必要な食糧、飲料水、燃料及び毛布等生活必需品

等を調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行うものとし、関係機関と相互に協力する

よう努める。 

なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得

た物資の調達に留意するものとする。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等

も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者や男女等のニーズの違いに配慮

する。 

被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対しては、孤立状態

の解消に努めるとともに、食糧、飲料水及び生活必需品等の円滑な供給に十分配慮するもの

とする。 

また、自宅、テント及び車等、指定避難所外で生活している避難者、応急仮設住宅で暮ら

す避難者、所在が確認できる広域避難者に対しても物資等が供給されるよう努める。 

市及び府は、供給すべき物資が不足し、調達する必要があるときは、物資関係省庁〔厚生

労働省、農林水産省、経済産業省、総務省、消防庁〕又は非常災害対策本部等に対し、物資

の調達を要請する。 

なお、市は府に要請することができるとともに、府は、市における備蓄物資等が不足する

など、災害応急対策を的確に行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を

要し、市からの要求を待ついとまがないと認められるときは、要求を待たないで、市に対す

る物資を確保し輸送するものとする。 

 

第１節 物資等の運送要請 
１ 市及び府 
市及び府は、災害応急対策の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者

である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき物資又は資材並びに運送す

べき場所及び期日を示して、当該災害応急対策の実施に必要な物資又は資材の運送を要請

する。 

市及び府は、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が無く、

要請に応じないときは、災害応急対策の実施のために特に必要があるときに限り、当該機

関に対し、当該災害応急対策の実施に必要な物資又は資材の運送を行うべきことを指示する。 

 

２ 運送事業者 
運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、市又は府から災害応急対策

の実施に必要な物資又は資材の運送の要請があった場合は、資機材の故障等により当該

運送を行うことができない場合、安全でない状況にある場合等、要請に応ずることが極め

て困難な客観的事情がある場合を除き、当該物資の輸送を行う。また、運送の要請等に対

応できるように、防災業務計画等において、物資等の緊急運送に関する計画をあらかじめ

定めておく。 



 

4-62 

第４部 地震災害応急対策 

 

第９章 緊急物資の供給 

第２節 給水活動 
市は、府及び大阪広域水道企業団等と協力して、地震により飲料水の確保が困難な被災住

民に対して、速やかに給水活動を行う。 

 

１ 応急給水活動 
(1) 応急給水拠点における応急給水活動 

一時避難地等に整備する緊急貯水槽（飲料水兼用の耐震性貯水槽）や浄水場、配水池

等の応急給水拠点において、給水活動を行う。 

(2) 給水車等による応急給水活動 

避難所等において、給水車等による運搬給水活動を行う。 

(3) 医療機関等への応急給水活動 

人工透析等に必要な医療機関及び福祉施設からの給水要請については、被害状況に応

じて優先的に対応する。 

 

２ 給水用資機材の調達 
給水用資機材については、関係協力団体等に協力要請を行い調達する。 

 (1) 給水タンク (2) ポリタンク (3) 給水車 (4) 運搬車両 (5) 給水袋 

 

３ その他の措置 
 (1) 仮設給水栓・共用栓の設置、応急仮設配管の布設による給水の実施 

 (2) 飲料水の水質検査及び消毒 

 

４ 給水量 
発生後３日間は、被災者１人あたり１日３リットルを目標として供給し、応急復旧の進

捗にあわせ順次供給量を増加する。 

 

５ 広報活動 
市民への給水活動に関する情報（断水状況、給水方法等）について広報活動を行う。 

 

６ 応援体制 
迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うために、

府、市及び大阪広域水道企業団は相互に協力して大阪広域水道震災対策中央本部体制を

整備する。 

 

７ 応援要請 
災害時において、本市の給水能力を超える供給が必要と見込まれる場合は、関係機関等

に応援要請を行う。 

(1) 他水道事業者      災害対策本部から大阪広域水道震災対策中央本部を通じ 

て要請する。 
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(2) 自 衛 隊       災害対策本部から府知事に要請の要求をする。 

(3) 茨木市水道工事事業者  水道部から要請する。 

 

８ 応急復旧及び汚染防止 
(1) 災害による水道施設の損壊、汚染防止に対処するための保全対策を実施する。 

ア 緊急修理資機材及び消毒剤を集結し、出動体制を整備する。 

イ 施設を巡回し、事故発生の有無を確認する。 

(2) 水道施設が被災し、又は水道水源が汚染するなどの被害を受けたときは、直ちに次

の措置をとる。 

ア 水道施設の損壊、漏水の障害を応急復旧する。 

イ 水道が汚染し、飲料水として使用することが不適当なときは、直ちにその使用禁 

止及び制限等の措置をとる。 

ウ 水道施設の損壊等により、水道水の供給が広範囲に不可能となったときは、直ち

に事故報告書を府に提出する。 
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第３節 食糧の供給 
市は、府及び関係機関と協力して、被災地へ迅速かつ円滑に食糧を供給するための措置を

講じる。 

 

１ 食糧の供給 
(1) 対象者 

ア 指定避難所に避難した者 

イ 住家が全焼・全壊・半焼・半壊等の被害を受けて炊事のできない者 

ウ 災害によりやむを得ず一時的に滞在を余儀なくされる者 

エ 被災地において救助作業、その他の緊急災害対策の業務に従事する者（ただし、 

災害救助法に基づく救助の対象にならないことに留意する。） 

オ 炊事は可能であるが、原材料等を得られないため食物を得られていない者 

(2) 食糧の調達・供給 

地震による被害状況から食糧の供給が必要と判断される場合は、必要な食糧を確保・

供給するための措置を講じる。 

ア 必要とする指定避難所等からの要請に基づいて、必要数量の把握を行い、調達供

給計画を立てる。 

なお、食糧の調達、救援が必要な場合は、流通業者や府に要請を行い、必要な食糧

を確保する。 

(ｱ) 備蓄食糧 

市が、あらかじめ災害用に備蓄している食糧品等を各指定避難所に設置している

備蓄品保管庫からの提供に加え、市内11か所の災害用生活物資備蓄拠点から搬出し、

各指定避難所等へ配布する。 

(ｲ) 調達食糧 

市内の流通業者等に手配のうえ必要品を調達し、業者等による指定避難所等へ直

接搬送を原則とする。 

(ｳ) 救援食糧 

市において食糧の調達が困難な場合は、府及び関係機関に要請する。 

a 府から必要数を受領し、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕分

けのうえ各指定避難所等へ搬送する。 

『災害用物資輸送拠点の指定』 

【第一次物資輸送拠点】 

災害の状況により、救援物資等の集積所を１か所確保する必要がある場合

は、第一次物資輸送拠点として「茨木市立南市民体育館」を指定する。 

【第二次物資輸送拠点】 

災害の状況により、第一次物資輸送拠点が使用できない、又は使用する必

要がない場合は、第二次物資輸送拠点として「中央公園地下駐車場」を指定

する。 

b その他の団体等から食糧の救援を受けた場合も同様の措置とする。 
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イ 食糧の供給は、原則として指定避難所で実施する。また、食糧の受入れ・配布等

は、避難所内自治組織、地域の各種団体、ボランティア等の協力を得て実施する。

なお、食糧の供給は流通機能の回復までの期間とする。 

ウ 食糧の調達は、アルファ化米等災害備蓄食に併せて、ロングライフパンや包装米

飯、レトルト食品、缶詰などで量の確保に努めるとともに、乳幼児、高齢者や病弱

者用の特殊な食品（乳児用ミルク、離乳食、アレルギー除去食、介護食、特別食

等）の確保にも努める。また、避難所での生活が長期化する場合は、管理栄養士、

または栄養士の助言を得て、メニューの多様化、適温食の提供、栄養量や栄養バラ

ンスの確保等、食事の質の確保に努める。 

この際、災害救助法の適用を受けている場合は、積極的に特別基準の活用を図る。 

(3) 食糧の搬送 

市が実施する搬送については公用車及び応援車を用いる。また、状況に応じて運送業

者等に委託する。 

(4) 食糧受払の管理 

食糧の受払いについては、食糧の種類、数量、搬送場所等を確認のうえ、食糧受払い

簿等を作成し、適切な管理を行う。 

(5) 府への報告 

他の市町村に要請した場合は、府に報告する。 

 

２ 炊き出し 
(1) 炊き出しの実施 

避難状況、ライフラインの復旧状況及び協力体制等を勘案し決定する。 

(2) 炊き出しの場所 

指定避難所で給食（調理）室を利用できる場合は、調理員の協力のもと、施設管理者の許

可を得て利用するものとする。また、利用不能の場合や給食（調理）室がない指定避難所に

ついては、応急的な調理設備等の確保に努める。 

(3) 炊き出しの体制 

ア 避難所内自治組織、地域の各種団体、自衛隊等の協力を求めて実施する。 

イ 小学校等の給食（調理）室を利用する場合は、学校調理員や施設管理者の協力の 

もと、炊き出しを行う。なお、炊き出しの実施は、流通機能の回復までの期間とする。  

ウ 地元事業者等が営業再開するなど、災害の発生から一定期間が経過した後は、市

内事業者を活用し、適温食の確保に配慮する。 

(4) 食品衛生について 

保健所の指導・助言により、食品の衛生管理を徹底するとともに、加熱調理を原則に

食中毒の予防に努める。 
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第４節 生活必需品の供給 
市は、府及び関係機関と協力して、被災地へ迅速かつ円滑に生活必需品を供給するための

措置を講じる。 

 

１ 生活必需品の供給 
(1) 対象者 

住家が全焼・全壊・半焼・半壊等の被害を受けて、生活上必要な被服、寝具、その他

の日用品及び生活必需品を失い、日常生活を営むことが困難な者 

(2) 供給物資 

被服、寝具その他の日用品及び生活必需品を、状況に応じ現物給付する。 

(3) 生活必需品の供給 

地震による被害状況から生活必需品の供給が必要と判断される場合は、物資班は各指

定避難所と連携を密にして必要な物資を確保・供給するための措置を講じる。 

ア 必要とする指定避難所等からの要請に基づいて、必要数量の把握を行い、調達・

供給計画を立てる。 

イ 指定避難所での生活必需品の受入れ・配布等は、避難所内自治組織、地域の各種

団体、ボランティア等の協力を得て実施する。 

(4) 救援物資の調達 

救援物資の調達、救援が必要な場合は、流通業者や府及び日本赤十字社大阪府支部等

に要請を行い、必要な生活必需品を確保する。 

ア 調達物資 

市内の流通業者等に手配のうえ必要品を調達し、指定避難所等へ直接搬送を原則と

する。 

イ 救援物資 

市において生活必需品の調達が困難な場合は、府及び関係機関に要請する。 

(ｱ) 府から必要物資を受領し、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕分

けのうえ各指定避難所等へ搬送する。 

(ｲ) 日本赤十字社大阪府支部が備蓄する災害用備蓄倉庫から必要物資を受領し、あら

かじめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕分けのうえ各指定避難所等へ搬送す

る。 

(5) 府への報告 

他の市町村に要請した場合は、府に報告する。 

(6) 救援物資の集積・搬送 

ア 救援物資の集積場所は、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点とし、被災の程度

に応じ、本部長の指示する場所に受入れ、仕分けのうえ各指定避難所等へ搬送す

る。 

イ 市が実施する搬送については公用車及び応援車を用いる。また、状況に応じて運

送業者等に委託する。 

『災害用物資輸送拠点の指定』 
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【第一次物資輸送拠点】 

災害の状況により、救援物資等の集積所を１か所確保する必要がある場合

は、第一次物資輸送拠点として「茨木市立南市民体育館」を指定する。 

【第二次物資輸送拠点】 

災害の状況により、第一次物資輸送拠点が使用できない、又は使用する必

要がない場合は、第二次物資輸送拠点として「中央公園地下駐車場」を指定

する。 

ウ 生活必需品の供給は、ボランティア等の協力を得るとともに、関係部と密接な連

携により実施する。 

(7) 物資受払の管理 

物資の受払いについては、生活必需品の種類、数量、搬送場所等を確認のうえ、物資

受払い簿等を作成し、適切な管理を行う。 
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第１０章 環境衛生対策 
第１節 廃棄物の処理 
１ ごみ・し尿の処理 
(1) 初期対応 

ア 指定避難所をはじめ被災地域におけるごみの収集処理見込量を把握する。 

イ ごみ処理施設の被害状況と復旧見込みを把握する。 

(2) ごみの処理方法 

ア ごみの収集順位 

衛生上の点から、次のものから優先的に収集する。 

(ｱ) 腐敗性の高い生ごみや、応急対策活動上又は生活上重大な支障を与えるごみ 

(ｲ) 浸水したごみや指定避難所等のごみ 

イ ごみの処理 

(ｱ) ごみの処分は、市環境衛生センターのごみ処理施設において行う。 

(ｲ) 市環境衛生センターのごみ処理能力を上回る大量のごみが発生した場合は、周 

辺の環境を留意し、公有地を臨時集積場として利用するとともに、他市に対し、ご

み処理についての応援を要請する。 

(3) し尿の処理方法 

ア し尿の収集順位 

衛生的に悪条件の地域や指定避難所施設等のし尿を優先的に収集する。 

イ し尿の処理 

(ｱ) し尿の処分は、市環境衛生センターのし尿処理施設において行う。 

(ｲ) 市環境衛生センターのし尿処理能力を上回る大量のし尿が発生すると見込まれ 

る場合は、他市に対し、し尿処理についての応援を要請する。 

(4) 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の設置等 

ア 仮設トイレ(簡易トイレ含む)設置の基準 

指定避難所における仮設トイレ(簡易トイレ含む)設置台数：1台/指定避難所生活者

数100人 

イ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の調達 

仮設トイレ(簡易トイレ含む)の必要数が不足する場合は、早急に業者へ連絡をとる

とともに、指揮調整班を通じ府に協力を要請する。 

また、同時に次の手配も行う。 

・トイレットペーパー 

・清掃用品 

ウ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の設置 

仮設トイレ(簡易トイレ含む)は、指定避難所等公共施設に優先的に設置する。 

エ 設置期間 

上水道、下水道施設の機能が復旧し、その必要がないと認められるまでの間 

オ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の管理 
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設置場所の管理者及び地域住民等に対して、日常の清掃等の管理を要請する。 

 

２ ごみ・し尿の運搬 
災害時には、市収集車（ごみ、し尿）及び委託の収集車両を動員し、総力をあげて収集・

運搬体制をとる。 

また、被災の状況から、さらに多数の収集・運搬車両が必要と見込まれる場合は、直ち

に近隣市及び府に応援の要請を行うなど、市民生活の良好な衛生環境を保持する。 

 

３ 災害廃棄物等処理 
(1) 初期対応 

関係各部及び関係機関は、災害廃棄物等処理に必要となる情報を把握し、応急対策を

実施する。 

ア 災害廃棄物等の種類等を勘案し、発生量を把握する。 

イ 災害廃棄物等の選別・保管・焼却等のために、長期間の仮置きが可能な場所を確 

保するとともに、災害廃棄物等の最終処分までの処理ルートの確保を図る。 

(2) 住宅関連の災害廃棄物等処理 

住家及びその周辺に発生した災害廃棄物等を、速やかに処理する。 

(3) 公共施設上の災害廃棄物等処理 

ア 主要道路上の災害廃棄物等処理 

震災時における道路の巡視を行い、道路に障害を及ぼしている災害廃棄物等を除

去・処理する。 

イ 河川関係の災害廃棄物等処理 

災害時における管内河川、公共下水道・排水路等の巡視を行うとともに、橋脚、暗

渠流入口等につかえる災害廃棄物等を除去・処理する。 

ウ 鉄軌道上の災害廃棄物等処理 

各鉄軌道施設管理者は、鉄軌道上の災害廃棄物等を除去・処理する。 

(4) 災害廃棄物等処理上の留意事項 

災害廃棄物等の除去・処理を実施するにあたっては、次の点について十分留意する。 

ア 他の所有者の敷地内で作業が必要な場合は、可能な限り管理者、所有者の同意を

得て行う。 

イ 危険なもの、通行上支障のあるもの等を優先的に収集・運搬する。 

ウ 災害廃棄物等の適正な分別・処理・処分を行うとともに、可能な限り木材やコン

クリート等の再生利用を行い、最終処分量の低減を図る。 

エ アスベスト等有害な廃棄物による環境汚染の未然防止に努めるとともに、市民及

び作業者の健康管理及び安全管理に十分配慮する。 

オ 損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設業者

等と連携した解体体制を整備する。 

カ 必要に応じて、府、隣接市町村、関係団体に応援を要請する。 

(5) 除去した災害廃棄物等の処理 
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ア 多量の災害廃棄物等が発生した場合は、公有地等を臨時集積地として選定する。 

イ 倒壊家屋等からの廃棄物、焼失家屋の焼け残り等については、不燃、可燃等に分

別して、臨時集積地へ直接搬送する。 

ウ 可燃物で再使用不能のものは、焼却する。 

エ 臨時集積地に、災害廃棄物等の選別、焼却等の処理設備を設置し、最終処分の円 

滑化を図る。 

(6) 応援要請 

関係各部及び関係機関は、市単独で災害廃棄物等の除去・処理が困難な場合は、必要

に応じ市本部を通じて府、他の市町村、関係団体に応援を要請する。 
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第２節 防疫・保健衛生対策 
被災地区において、感染症の発生又は発生するおそれがある時は、大阪府茨木保健所、茨

木市医師会等の協力を得て、その地区及び周辺地域を消毒するなど防疫措置を実施する。ま

た、二次的健康被害を予防するため、健康・栄養・生活環境の整備等に関する巡回相談など

の保健衛生活動を実施する。 

 

１ 防疫活動 
 (1) 防疫活動の実施 

府の指導、指示により、次の防疫活動を実施する。 

ア 指定避難所の防疫措置 

指定避難所を開設したときは、必要に応じて、自治会・自主防災組織等の協力を得

て次の防疫活動を実施する。 

(ｱ) 消毒措置の実施 

(ｲ) ねずみ族、昆虫等の駆除 

(ｳ) 指定避難所の防疫指導 

イ 各世帯における家屋等の防疫措置 

被災家屋等に対し、必要に応じて、自治会・自主防災組織等を通じ各戸に消毒剤を

配布する。また、床・壁・手洗設備等の消毒について衛生上の指導を行う。 

ウ 健康診断の実施 

災害発生後、府の感染症の発生状況及び動向に関する調査に伴い、健康診断の勧告

を受けた時は、民生対策部及び関係機関により協力体制をとり、健康診断を実施する。 

エ 臨時の予防接種 

災害の状況及び被災地の感染症発生状況により、予防接種の対象及び期間を定めて、

臨時予防接種を実施する。 

オ 衛生教育及び広報活動 

災害に伴う家屋及びその周辺の清掃は各個人が行うことを原則とするが、感染症予

防上必要と認めた場合など被災地の状況に応じ、指導及び指示を行う。 

また、感染症が発生した場合は、その発生状況及びその防疫活動等について速やか

に広報活動を行う。 

(2) 防疫に必要な薬品の調達及び確保 

防疫に必要な薬品の調達及び確保を行うとともに、不足する場合は、府に薬品及び資

機材の応援を要請する。 

(3) その他、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律により、府の指

示を受け必要な措置を行う。 

 

２ 被災者の健康維持活動 
市及び府は、相互に連携し、被災者の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、

被災者の健康維持に必要な活動を実施する。また、活動の実施にあたっては、府保健所災

害対策マニュアルほか各種二次的健康被害予防のための各種マニュアル・活動指針等に
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基づき活動するとともに、地域における妊婦、出産直後の新生児・産婦、在宅重症心身障

害者、医療依存度の高い療養者、高齢者等の要配慮者への十分な配慮を行うものとする。 

(1) 巡回相談等の実施 

ア 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、被災者の健康管理や生活

環境の整備を行うため、指定避難所、社会福祉施設及び応急仮設住宅などにおい

て、保健師等による巡回健康相談、訪問指導、健康教育、健康診断等を実施する。

その際、女性相談員も配置するよう配慮する。 

イ 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、被災者の栄養状況を把握

し、食糧の供給機関等との連絡をとり、給食施設や食生活改善ボランティア団体の

協力を得て、不足しやすい栄養素を確保するための調理品の提供や調理方法等の指

導を行う。その際、女性相談員も配置するよう配慮する。 

ウ 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、高度医療を要する在宅療

養者を把握し、適切な指導を行う。 

エ 府は、保健・医療等のサービスの提供、食事の栄養改善について、市に助言する。 

(2) こころの健康相談等の実施 

市は、災害による心的外傷後ストレス障害、生活の激変による依存症等に対応するた

め、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、災害時に発生する心的外傷後スト

レス障害（ＰＴＳＤ）等に対し、精神医学・臨床心理学等の専門家による心理的なカウ

ンセリングを実施し、情緒の安定を図るなど長期的な被災者のこころのケア対策を行う

センターを被災地域に設置する。その際、女性相談員も配置するよう配慮する。 

 

【参考】別表：災害フェーズと主な対応  

（フェーズの定義は「大阪府保健所災害マニュアル」に準ずる） 

（対応概要は「全国保健師長会 大規模災害における保健師の活動マニュアル」を参照） 

 

【フェーズ１・２】初動体制の確立（災害発生から３時間～24時間まで） 

○ＤＭＡＴ等による救命救護活動との連携、被災者の安全確保・救急対応 

○被災状況などの情報収集 

○災害保健衛生活動の方針の決定と初動活動体制の確立 

救命・救護 医療救護班構成員等として参画 

避難所 

避難所巡回、避難者全体の把握と健康状態確認、避難所運営担当者との連携 

衛生・健康管理に必要な物品確保 

衛生管理及び環境整備（土足禁止、トイレの衛生、温度・湿度等） 

エコノミークラス症候群の予防啓発、アレルギー対策等 

自宅滞在者 医療や福祉・介護保険等各担当部署との連携 

 

【フェーズ３】緊急対策期（概ね災害発生後72時間以内） 

○災害保健衛生活動の優先順位の決定 

○保健衛生活動チーム受入体制の準備 
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○保健・医療・福祉的視点でのトリアージと関係機関との連携 

救命・救護 
要医療者への支援（慢性疾患患者の医療の確保と継続支援） 

感染症拡大防止 

避難所 

避難者の健康管理、健康相談、保健・医療・福祉的視点でのトリアージ 

巡回による医療確保（罹患者対応、主治医・救護所との連携等） 

感染症発生動向の把握及び予防、エコノミークラス症候群予防 

栄養対策（栄養指導、アレルギー対策等）、食中毒予防 

自宅滞在者 

医療や福祉・介護保険等各担当部署との連携 

健康状態把握の検討及び準備、衛生・健康管理に必要な物品確保 

感染症予防、エコノミークラス症候群予防 

 

【フェーズ４】応急対策期（発災後１週間まで） 

○避難所を中心とした保健衛生活動計画の策定・評価・見直し 

○各種保健衛生活動チーム・ボランティア受入調整 

○こころのケア対策の検討 

救命・救護 救護所の継続・撤退に係る協議 

避難所 

フェーズ３の体制を保健衛生活動チーム等へ引き継ぐ 

衛生管理及び環境整備（防虫対策、消費期限切れ食品の回収・廃棄等） 

こころのケア対策の検討 

自宅滞在者 
健康状態の把握及び健康相談（窓口、電話、訪問等）の実施 

感染症予防、こころのケア対策の検討 

 

【フェーズ５・６】応急対応期（発災後１、２週間～１か月） 

○中長期的な活動計画の策定、実施、評価 

○避難所の統合・閉鎖に向けたアセスメント 

救命・救護 通常の医療体制に移行 

避難所 避難者の健康管理、巡回健康相談および要フォロー者への対応 

感染症対策、栄養・食生活対策、こころのケア対策 

自宅滞在者 要フォロー者の継続支援、こころのケア対策 

 

【復旧・復興対策期】（概ね１～２か月以降） 

○避難生活の長期化による慢性疾患やこころのケアに対するニーズ対応 

○保健衛生活動チーム派遣調整終了の時期及び終了後の体制検討 

避難所～仮設住宅 健康調査等による健康状況の把握、巡回健康相談 

健康教育、新しいコミュニティづくりへの支援、こころのケア対策 

自宅滞在者 要フォロー者の継続支援、こころのケア対策 
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３ 保健衛生活動における連携体制 
市及び府は、災害発生後迅速に保健衛生活動が行えるよう、災害時の派遣・受入が可能

となる体制の整備、二次的健康被害予防のための災害時のマニュアルの整備及び保健師

等に対する研修・訓練の実施等体制整備に努める。 

 

４ 被災動物（飼い犬等）の保護及び受入れ活動 
災害発生時においては、動物の飼い主は自らの責任で動物を守ることが必要である。ま

た、指定避難所には、多くの人が家族の一員として捉える動物と一緒に避難してくるが、

指定避難所での共同生活の秩序を乱さず、動物が周囲に迷惑を及ぼさないよう、飼い主に

は適正な飼養管理をすることが求められる。 

市は、府動物救護本部等の要請に応じ、災害時におけるペットの救護対策ガイドライン

（環境省）及び大阪府災害時等動物救護活動ガイドラインに基づき、動物愛護ボランティ

ア等と連携し、次の活動をする。 

ア 平常時からの適正飼養等の広報・啓発活動 

イ 地域防災訓練（動物救護シミュレーションの実施）の実施、協力 

ウ 指定避難所における飼養場所の指導 

エ 被災した動物の飼養場所への保護・収容 

オ 飼養場所での環境衛生の維持 

カ 飼養場所での動物の適正飼養 

キ 放浪動物の保護・収容への協力 

ク 府災害時等動物救護本部との連携 

なお、受入れ等の体制の確保ができない場合、府等に協力を要請する。 
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第３節 遺体対策 
１ 遺体の処理 
(1) 災害に関連して亡くなった可能性がある人の遺体は、警察による検視（死体調

査）、医師による検案を経なければ埋火葬できないことから、安易に医師の死亡診断

書で遺体を埋火葬することがないように留意する。 

(2) 身元不明の遺体については、府警察、その他関係機関に連絡し、その調査にあたる。 

(3) 遺族が遺体の処理、火葬等を行うことが困難若しくは不可能である場合は、市が代

わってこれを実施する。 

ア 遺体の洗浄、消毒等の処置を行う。 

イ 遺体の火葬、遺族等に対する棺、骨つぼ等の支給など、必要な措置を講ずる。 

ウ 必要に応じて民間の葬儀社と連携し、遺体の処理やドライアイス等の遺体の安置

に必要な資機材の確保、遺体保管・運搬体制の整備及び棺の確保に努める。 

エ 火葬場の耐震化等により、仮埋葬をしなくても済むような遺体処理対策の検討に

努める。 

(4) 遺体安置所の設定 

ア 多数の遺体が発生した場合に備えて、被災者が避難する避難場所以外のできるだ

け堅牢な建物で、広い場所を遺体安置所に設定するように努める。 

臨時の遺体安置所 場     所 火葬炉 

茨木市立斎場（火葬場） 茨木市大住町18番16号 ９炉 

 

イ 多数の遺体が発生した場合は、遺体安置所内又は近接した場所において、府警察

及び医師による検視・検案を行うので府警察、その他の関係機関と連携を図る。 

ウ 遺体安置所には責任者を配置するほか、来訪する遺族等への対応及び衛生状態を

確保する要員、葬祭扶助等に関する相談のための福祉担当者等の配置に努める。 

エ 府警察から引継がれた遺品や遺体の着衣、携行品等については、他の遺品と混

在、紛失がないように、散逸防止等の措置をとる。 

オ 死亡の届出義務者がいない場合や外国籍の死亡者等の死亡届の扱いについて、所

管する法務局等と協議、調整を行う。 

カ 停電及び断水等に備えて、非常用電源となる発動発電機及び照明器具、また、遺

体を洗浄するために大量の水が必要となることから、タンク車等の確保にも努め

る。 

キ 遺体対策に従事する職員等の精神的なケアを目的とした、カウンセラーの派遣等

についてもあらかじめ検討しておく。また、遺体対策の業務は民間の葬儀社等の外

部委託も活用する。 

ク 市において遺体の処理、火葬等の実施が困難な場合は、大阪府広域火葬計画に基

づき、府に対して必要な措置を要請する。 
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第４節 社会秩序の維持 
市、府をはじめ防災関係機関は、流言飛語や犯罪の防止に努めるなど、被災地域における

社会秩序の維持を図るとともに、被災者の生活再建に向けて、物価の安定、必要物資の適切

な供給を図るための措置を講ずる。 

 

１ 市民への呼びかけ 
市及び府は、各種の応急対策の推進、実情周知による人心の安定、さらには、復興意欲

の高揚を図るため、被害の状況や応急・復旧対策に関する情報を積極的に市民に提供する

とともに、秩序ある行動をとるよう呼びかけを行う。 

 

２ 警戒活動の強化 
府警察は、被災地及びその周辺（海上を含む。）において、独自に又は自主防犯組織等

と連携し、パトロール及び生活の安全に関する情報等の提供を行い、地域の安全確保に努

めるとともに、被災地に限らず、災害に便乗した犯罪の取締り及び被害防止、市民に対す

る適切な情報提供を行うなど社会的混乱の抑制に努める。 

 

３ 暴力団排除活動の徹底 
府警察は、暴力団が復旧・復興事業等に介入するなど、資金獲得活動を展開することが

予想されるため、動向把握、情報収集に努めるとともに、関係機関、自治体等と連携し、

復旧・復興事業等からの暴力団排除の徹底に努める。 

 

４ 物価の安定及び物資の安定供給 
市、府及び関係機関は、買い占め、売り惜しみにより生活必需品等の物価が高騰しない

よう監視・指導し、適正な流通機能の回復を図ることにより、被災者の経済的生活の安定

の確保と、経済の復興の促進を図る。 

(1) 物価の監視 

市は、府と連携し物価の動きを調査、監視するとともに、買占め・売惜しみをする業

者に対しては、売渡しを勧告し、従わない場合は公表するなど、適切な措置を講ずる。 

(2) 消費者情報の提供 

市及び府は、生活必需品等の在庫量、適正価格、販売場所等の消費者情報を提供し、

消費者の利益を守るとともに、心理的パニックの防止に努める。 

(3) 生活必需品等の確保 

市及び府は、生活必需品等の在庫量と必要量を可能な限り把握し、不足量については、

国、他府県、事業者等と協議し、物資が速やかに市場に流通されるよう努める。 

(4) 災害緊急事態布告時の対応 

内閣総理大臣が災害緊急事態を布告し、社会的・経済的混乱を抑制するため、国民に

対し、必要な範囲において、生活必需品等、国民生活との関連性が高い物資又は燃料等、

国民経済上重要な物資をみだりに購入しないこと等必要な協力を求められた場合は、市

民は、これに応ずるよう努める。 
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(5) 金融機関における預貯金払戻等 

ア 近畿財務局、日本銀行は、被災者の預金の払戻等が円滑に行われるように被災地 

の民間金融機関に対して、次のような指導、要請を行う。 

(ｱ) 住民が預金通帳、届出印鑑等を焼失又は流失した場合に、罹災証明書の提示そ  

の他簡易な確認方法をもって、預金払戻の利便を図ること。 

(ｲ) 事情によっては定期預金、定期積金等の期限前払戻や、これを担保とする貸付  

にも応じること。 

(ｳ) 損傷日本銀行券・貨幣の引換えに応じること。 

イ 近畿財務局は、証券会社に対して、被災者が預り証、印鑑を紛失した場合の拇印  

による預り金払出しや有価証券の売却代金の即日払い等の措置を講ずるよう要請を

行う。 
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第１１章 ライフラインの応急対策 
第１節 上水道の応急対策 
市は、災害時における給水活動及び被害施設の応急復旧に対処するため、必要な資機材や

人員等の確保とともに、上水道施設の被害情報等の連絡体制を確立し、迅速かつ効率的に応

急対策を実施する。 

 

１ 事前準備と応急給水 
(1) 事前準備 

ア 非常配備体制の確立 

災害時に給水活動、復旧及び情報収集・伝達等に必要な要員を確保するため、あら

かじめ職員の非常配備体制を確立する。 

イ 関係機関との連携 

迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うため

に、市は、府及び大阪広域水道企業団等と相互に協力して応急給水体制を整備する。 

また、市水道部は、水道工事業者等との間で、応援可能な人員、動員方法等をあら

かじめ協議しておく。 

(2) 応急給水 

ア 備蓄している応急復旧用資機材を使用し、迅速に応急復旧作業を行う。 

イ 給水は、医療施設や指定避難所、救護所、社会福祉施設等を優先的に行う。 

ウ 不足する場合は、関係機関、水道工事業者等に要請し、必要な資機材を調達する。  

  エ 関係機関等への応援要請 

市職員の体制では早期の応急給水、応急対策が十分に行えないと判断される時は、

府、水道工事業者等や水道施設工事業者、近隣市町等の関係機関へ応援の要請を行う。 

 

２ 被害状況の把握・報告・広報 
(1) 被害状況等の調査及び情報収集 

応急復旧を効率的に進めるため、被害調査を速やかに実施するとともに被害情報の収

集を行う。 

ア 水道施設の被害状況 

イ 断水地域、戸数 

ウ その他必要と思われる事項 

(2) 被害報告 

施設設備の被害状況を、速やかに水道事故報告書により市本部に報告する。 

また、市本部は、被害状況等を府に報告する。 

(3) 広報 

緊急時には、円滑に復旧作業を進めるため、市民に必要な情報を的確に提供し、理解

と協力を求める。 

特に、今後の復旧見込みについては、的確な情報提供に努める。 
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３ 施設の応急復旧 
(1) 取水、導水、浄水施設の機能の確保を図るとともに、浄水場及び企業団水分岐から  

主要配水池に至る送水管の復旧及び基幹配水本管の復旧を最優先して行う。 

その後、病院、指定避難所等への給水が早急に行われるよう考慮しながら、順次配水

支管、給水装置等の復旧を行い、断水区域の解消に努める。 

(2) 復旧後の施設の使用開始にあたっては、水質の保全に留意して管内の清掃、塩素消 

毒を十分に行う。 

(3) 管路等地下埋設施設の被災状況、応急対策計画等について、道路管理者等他の地下 

埋設施設の管理者と相互に連絡調整をとる。 

(4) 復旧後の施設の使用開始にあたっては、下水道管理者へ事前に連絡を行う。 

 



 

4-80 

第４部 地震災害応急対策 

 

第１１章 ライフラインの応急対策 

第２節 下水道施設の応急対策 
市は、下水道施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を図りつつ、速

やかな復旧対策をとる。また、市で単独に対応することができない場合には、府に応援を要

請する。 

 

１ 関係機関との連絡協力体制 
(1) 緊急調査・点検及び緊急措置の協力体制の確立 

管渠施設等の占用物件が近接している場合は、許可権者、占有者等で協力して実施で

きる事柄をあらかじめ調整しておき、災害発生時には、速やかに協力体制を確立し、緊

急調査・点検及び緊急措置を行うよう努める。 

(2) 被害情報の交換及び情報連絡手段の相互利用 

上水道、電気、ガス、電話等関係機関との間で道路等占用施設の被害情報の交換に努

め、警察及び道路管理者との連絡を密にして、通行規制等の関連情報の入手に努める。 

(3) 水道事業体との相互協力 

水道事業体が行う応急対策と相互に協力して、迅速かつ効率的な応急対策を行うこと

とする。 

 

２ 緊急調査・点検と緊急措置 
(1) 短時間による目視調査（マンホール、管渠） 

ア マンホール周辺及び路面の異常の有無       二次災害の可能性を判定 

陥没、隆起、亀裂、噴砂、噴水、蓋破損 

イ 被害程度の計測はメジャー等の簡単なもので行い、概要をカメラ、メモ等で記録 

する。 

(2) 緊急調査票の作成（関係機関や住民情報の整理） 

 

３ 応急調査と応急措置 
(1) 応急調査 

ア 管路破断箇所を各種情報により特定する。 

イ 降雨等を伴う場合、必要があれば雨水排水路の状況確認を行う。 

(2) 応急措置 

ア 破断箇所から下流マンホールヘ仮設ポンプで応急排水する。 

イ 管路の応急処理を行う。 

 

４ 復旧計画の策定 
(1) 緊急、応急調査を補完しつつ、幹線経路被害箇所の特定（一次調査） 

(2) 被害箇所の個別調査（二次調査） 

(3) 排水設備の損傷受付 

(4) 復旧計画策定に際して、上水道等他の占用地下埋設施設の被災状況、応急対策計画 

等についてその管理者と相互の連絡調整を図る。 
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第３節 電力施設の応急対策 
関西電力株式会社は、電力施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を

図りつつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 応急措置 

感電事故、漏電火災など二次災害が発生する恐れがある場合は、送電中止等の危険予

防措置を講ずるとともに、市、消防機関、府警察及び付近住民に通報する。 

(2) 応急供給及び復旧 

ア 電力設備被害状況、一般被害情報等を集約するための体制、システムを整備し、

総合的に被害状況の把握に努める。 

イ 被害状況によっては、他の電力会社との協定に基づき、電力の供給を受ける。 

ウ 緊急を要する重要施設を中心に、発電機車両等により応急送電を行う。 

エ 単独復旧が困難な場合は、協定に基づき応援を要請する。 

(3) 広報 

ア 二次災害を防止するため、断線垂下している電線には触れないこと、屋外避難時

はブレーカを必ず切ることなど電気施設及び電気機器の使用上の注意について、広

報活動を行う。 

イ 被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、

広報する。加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、供給停止

エリア、復旧状況等の広報に努める。 
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第４節 ガス施設の応急対策 
大阪ガス株式会社は、ガス施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を

図りつつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 応急措置 

地震により、ガスの漏洩による二次災害が発生する恐れがある場合は、ブロック毎の

供給停止等の危険予防措置を講ずるとともに、市及び防災関係機関への通報並びに付近

住民への広報を行う。 

水害、冠水地域の整圧器の機能監視及び他工事現場の特別見回りと防護強化打合せ等

を行うとともに、防護及び応急機材の点検整備を行う。なお、関係機関との情報連絡を

行い、過去の災害事例を参考にした被害予想地区の施設を重点的に監視する。 

(2) 応急供給及び復旧 

ア 被害状況、復旧の難易度を勘案して、必要度の高いものから応急供給を行う。 

イ 緊急を要する重要施設を中心に、代替燃料・機器等を貸し出す。 

ウ 被害箇所の修繕を行い、安全を確認した上で、ガスの供給を再開する。 

(3) 広報 

ア 二次災害を防止するため、ガス漏洩時の注意事項についての情報を広報する。 

イ 被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、 

広報する。加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、供給停止

エリア、復旧状況等の広報に努める。 
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第５節 通信施設の応急対策 
各通信事業者は、通信施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を図り

つつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 通信の非常疎通措置 

災害に際し、次により臨機に措置を行い、通信輻輳の緩和及び重要通信の確保を図る。 

ア 応急回線の作成、網措置等疎通確保の措置を行う。 

イ 通信の疎通が著しく困難となり、重要通信の確保が必要な場合は、臨機に利用制

限等の措置を行う。 

ウ 非常・緊急通話又は非常・緊急電報は、一般の通話又は電報に優先して取り扱う。  

エ 災害用伝言ダイヤルの提供、利用制限等の措置を講ずる（西日本電信電話株式会

社）。また、インターネットによる災害用伝言板サービスを提供する。 

(2) 被災地域特設公衆電話の設置 

災害救助法が適用された場合等には、避難地・指定避難所に、被災者が利用する特設

公衆電話の設置に努める。 

(3) 設備の応急対策 

ア 被災した電気通信設備等の応急対策は、サービス回復を第一義として速やかに実

施する。 

イ 必要と認めるときは、応急対策に直接関係のない工事に優先して、復旧工事に要

する要員、資材及び輸送の手当てを行う。 

ウ 応急対策にあたっては、行政機関、他の事業者と連携し、早期復旧に努める。 

(4) 広報 

災害に伴う電気通信設備等の応急対策においては、通信の疎通及び利用制限の措置状

況並びに被災した電気通信設備等の応急復旧の状況等の広報を行い、通信の疎通ができ

ないことによる社会不安の解消に努める。 
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第１２章 文教対策 
文教施設の被災又は園児・児童・生徒の罹災により、通常の教育を行えない場合における、

応急教育・教材・学用品の確保等の措置を次のとおり実施する。 

 

第１節 休校等応急措置 
１ 臨時休業措置 
(1) 登校前の措置 

市域で震度５弱以上を観測したときは臨時休業とし、各園児・児童・生徒の家庭に登

校等を見合せる事を徹底する。 

このほか、市立学校園の臨時休業措置等で必要な事項は、市教育委員会が別に定める。 

(2) 授業開始後の措置 

市域で震度５弱以上を観測したときは、園児・児童・生徒を安全な場所に避難させ、

保護・監督にあたる。園児・児童・生徒は学校園待機とし、保護者に引き渡すまで責任

を持って保護・監督を継続する。 

なお、児童・生徒の登下校中に発生した場合は、危険な場所を避け、安全な場所に一

時避難し、揺れがおさまった後、登校時においては原則として登校させる。また、下校

時においては帰宅させ、保護者の管理に任せることを基本とする。その際、教職員のほ

か、PTA地区委員等の協力を得て、通学路の安全を確認する。 

 

２ 学校園長の措置 
(1) 事前措置 

学校園長は、学校園の立地条件等を考慮し、災害時の応急教育計画を樹立するととも

に、指導の方法等につき、明確な計画をたてておく。 

また、学校園長は、常に気象状況等に注意し、災害発生のおそれのある場合は、応急

教育態勢に備えて、次の事項を遵守しなければならない。 

ア 学校園行事・会議・出張等を中止すること 

イ 園児・児童・生徒の避難訓練、災害時の事前指導及び事後処置、保護者との連絡

方法を確立すること 

ウ 市教育委員会・警察署・消防署並びに保護者への連絡網の確認を行うこと 

エ 時間外においては、学校園長は、所属職員の非常招集の方法を定め、職員に周知

させておくこと 

(2) 災害時の措置 

ア 学校園長は、状況に応じ適切な緊急避難の指示を与える。 

イ 学校園長は、災害の規模、園児・児童・生徒・職員及び施設の被害状況を速やか

に把握するとともに、教育委員会に連絡し、災害対策に協力し校園舎の管理に必要

な職員を確保して、万全の体制を確立する。 

ウ 学校園長は、準備した応急教育計画に基づき、臨時の学級編制を行う等災害状況に

合致するよう速やかに調整する。 
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エ 応急教育計画については、市教育委員会に報告するとともに、決定次第速やかに

園児・児童・生徒及び保護者に周知徹底を図る。 

オ 指定避難所へ避難する住民の安全誘導を図る。 

(3) 災害復旧時の措置 

ア 学校園長は、教職員を掌握するとともに、校園舎の整備を行い、園児・児童・生

徒に対しては、被災状況を調査し、市教育委員会に連絡し、教科書及び教材の給与

に協力する態勢に努める。 

イ 正常な授業再開に際しての保健安全上の障害処理については、府及び市教育委員

会から指導助言を受けるが、危険物の処理、通学路の点検整備については、状況を

市教育委員会に報告し、市教育委員会は関係機関の援助等により処置する。 

ウ 疎開した園児・児童・生徒については、職員の分担を定め、地域ごとに実情の把

握に努める。 

エ 学校園長は、災害の推移を把握し、市教育委員会と調整のうえ平常授業に戻るよ

うに努め、その時期については、早急に保護者に連絡する。 
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第２節 応急教育の実施 
１ 災害応急教育対策 
(1) 文教施設の応急復旧対策 

ア 災害により被害を受けた学校園の施設整備については、学校園長からの報告によ

り、教育委員会は、調査の上、速やかに応急復旧工事を実施し授業に支障をきたさ

ないよう処置しなければならない。 

イ 応急復旧資材については、関係部課において確保し、教育委員会と協議のうえ、

市内建設業者又は市指定業者をもって応急復旧工事をする。 

(2) 応急教育実施の予定場所 

ア 校園舎の全部又は大部分が使用できない場合は、付近の寺院・会館・公民館その

他適当な公共施設等を利用する。 

イ 校園舎の一部分が使用できない場合は、特別教室・屋内運動場等を利用し必要に

より二部授業を行う。 

ウ 応急修理で使用できる場合は、速やかに修理のうえ使用する。 

なお、前記事項については、教育委員会、各学校園長その他関係機関が協議して定

め、その決定事項は、教職員、園児・児童・生徒及び保護者に周知徹底を図る。 

(3) 応急教育の方法 

ア 学力低下の防止 

災害による臨時休業、二部授業その他のために学力低下が考えられるが、できるだ

け速やかに平常授業が行えるよう措置し、極力学力低下の防止に努める。 

イ 危険防止 

被害状況に応じて危険場所が予想されるときは、危険防止について指導し、その徹

底を図る。 

ウ 長期にわたる授業不能の場合 

授業不能が長期にわたる場合も考えられるので、学校園と園児・児童・生徒との連

絡方法・組織について工夫しておく。 

(4) 教職員確保の措置 

災害により教職員に不足を生じたときは、次の方法による。 

ア 不足教職員は、当該学校園内で調整し、できない場合は、本市の学校園内で調整

する。 

イ 本市で調整できない場合は、府教育委員会に応援を求める。 

 

２ 災害応急保育計画 
(1) 保育施設の応急復旧対策 

災害により被害を受けた保育施設については、災害状況調査のうえ、速やかに応急復

旧工事を実施し、できるだけ早く平常通り保育できるように努める。 

(2) 応急保育の実施 

ア 施設の全部又は大部分が使用できない場合は、原則として保育を中止する。 

イ 応急修理により使用可能な場合は、速やかに修理し、実施する。 
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(3) 応急保育の方法 

ア 被災地区の保育入所児に対しては、医師会・保健所等の協力を得て、検便・健康

診断を行い、健康の保持に十分注意するとともに、感染症予防についても適当な指

導を行う。 

イ 保育所が長期にわたって保育不能な場合、又は被災地区における復旧作業のため

幼児保育が特に必要とされるときは、実情に即し特設の保育所を設ける等便宜を図る。  

(4) その他 

気象警報等の発表により、あらかじめ災害が予想される場合は、保護者に対して幼児

の登所を中止するように、日頃から連絡の徹底を図る。 
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第３節 就学に関する措置 
１ 教科書・学用品の調達及び支給方法等 
(1) 調達方法 

被災学校別・学年別使用教科書・生徒数を迅速正確に把握し、府に報告するとともに、

指示に基づき教科書供給業者等に連絡し、供給をうけるとともに被害を受けなかった児

童生徒の保護者に対して、使用済で保存されている教科書を極力提出してもらうよう呼

びかける。 

(2) 支給方法 

学用品については、市において調達し各小・中学校長を通じて支給する。 

(3) 支給の対象者 

住家の全壊・全焼・流失・半壊・半焼又は床上浸水により学用品を喪失又は毀損し就

学上支障のある小学校児童及び中学校生徒に対して行う。 

(4) 支給品目 

ア 教科書 

イ 文房具 

ウ 通学用品 
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第４節 給食に関する措置 
１ 学校給食対策 
学校長は、当該学校の給食施設・設備・物資等に被害があった場合は、教育委員会に報

告し、協議のうえ給食実施の可否について決定する。この場合次の事項に留意する。 

(1) 被害があってもできる限り、継続実施するよう努めること。 

(2) 給食施設等が被害のため実施困難な場合は、応急措置を施し、速やかに実施できる

ように努めること。 

(3) 被災地において感染症発生のおそれがあるので特に衛生については、最大の注意を

すること。 
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第５節 学校園の保健管理 
災害後の学校園等の保健管理は、次のとおり実施する。 

 

１ 市及び教育委員会は、学校園長等と協議のうえ、保健室常備の医療器具、薬品の確保及び

保健上必要な処置を速やかに完了するよう努める。 

２ 学校園長等は、園児・児童・生徒等に災害時における保健管理について十分周知するよう

常に指導し、市及び教育委員会や学校・園・所医（医師会）等と協議し、大阪府茨木保健所・

市健康福祉部の保健活動に協力する。 
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第６節 学校施設の緊急利用 
１ 事前措置 
学校長は、それぞれの地域で被災者の避難所に指定されている場合の学校施設の緊急

利用について、本部長と協議し措置を講じる。 

 

２ 応急措置 
学校長は、本部長から避難準備・高齢者等避難開始が発令された場合、速やかに避難者

の受入れに必要な措置を講じる。 
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第７節 文化財の応急対策 
市教育委員会は、指定文化財の所有者又は管理責任者から被災状況の調査結果を府教育

委員会に報告する。 

また、被災文化財の被害拡大を防止するため、所有者又は管理責任者に対して応急措置を

とるよう指導・助言する。 
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第１３章 自発的支援の受入れ 
第１節 ボランティアの受入れ 
１ 市の活動 
市は、府、大阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰＯ及び

その他ボランティア活動推進機関等と相互に協力・連携するとともに、中間支援組織（ボ

ランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含

めた連携体制の構築を図り、ボランティアが被災者のニーズに応えて円滑に活動できるよ

う適切に対処する。 

(1) 受入れ窓口の開設 

市は、災害が発生し、ボランティアによる活動が必要と認めるときは、市社会福祉協

議会等に要請し、ボランティアの受入れ・活動の調整を行う窓口（災害ボランティアセ

ンター）を開設する。 

(2) 活動拠点の提供 

市は、市内外からのボランティアが、被災者のニーズに応えて円滑に活動できるよう、

その活動拠点として活動内容に適した公共施設、公共用地等を提供する。 

(3) 災害ボランティアセンターの活動支援 

市は、ボランティアの活動のために必要な資機材、物資の確保に努め、災害ボランティア

センターの活動を支援する。 

 

２ 府の活動 
(1) 情報の提供 

災害の状況、市から収集した市民のニーズなどの情報を日本赤十字社大阪府支部、大

阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会、その他の広域的なボランティア活動推進機関

に提供する。 

また、大阪府社会福祉協議会などのボランティア活動推進機関と連携し、ボランティ

アが円滑に活動できるよう環境整備を図る。 

(2) ボランティア保険への加入促進 

大阪府社会福祉協議会を通じてボランティア保険の加入を促進する。 

(3) 高齢者等災害時避難行動要支援者への支援 

大阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会その他ボランティア関連団体へ災害ボラン

ティアの派遣を要請する。 

(4) 在住外国人への支援 

大阪府国際交流財団へ、通訳ボランティアの派遣の協力依頼をする。 

 

３ 日本赤十字社大阪府支部の活動 
(1) 情報の提供 

ボランティア支援の申し入れに対して、被災地の状況、ボランティアの活動内容、受

入れ窓口など情報の提供に努める。 
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(2) 赤十字奉仕団への要請 

必要に応じ、赤十字奉仕団に対して支援を要請する。 

 

４ ボランティアの受入れ 
(1) ボランティアの活動内容 

次のような活動内容についてボランティアの協力を得る。 

ア 被災者に対する炊き出し 

イ 避難所内における給食・清掃等の運営補助 

ウ 要配慮高齢者・障害者等への介助 

エ 救助物資の仕分け・配布 

オ その他被災者に対する支援活動 

(2) 人材の確保 

ボランティア現地本部は、ボランティアの活動場所、活動内容、人数等を把握し、大

阪府社会福祉協議会などのボランティア活動推進機関に人材確保の要請を行う。 

 

５ 専門技能者の応援要請 
市は、専門知識・技能を持った人材が不足する場合は、中間支援組織や専門家団体等へ専門

技能者の応援要請を行う。 
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第２節 民間団体に対する応援要請 
大規模な災害により、甚大な被害を受け、市職員及び他の市町村等からの応援職員だけで

は、到底迅速な応急対策が実施できない場合、災害対策基本法第５条第２項による市民の隣

保協同の精神に基づく自発的な組織としての自主防災組織・自治会・赤十字奉仕団・防犯協

会等のボランティア活動により、円滑に応急対策を実施できるように努める。 

 

１ 応援要請団体 
(1) 自主防災組織 

(2) 自治会 

(3) 防犯協会 

(4) 日本赤十字社大阪府支部茨木市赤十字奉仕団 

(5) 災害予防協会 

 

２ 奉仕作業 
(1) 炊出しその他災害救助の実施 

(2) 清掃の実施 

(3) 災害救助及び復旧資材の輸送及び配分 

(4) 避難誘導及び避難者の世話 

(5) 要配慮高齢者・障害者等に対する介護 

(6) 被害に関する各種連絡 

 

３ 動員要請方法 
災害応急対策実施のため、協力団体による応援を求めたいときは、その奉仕作業の種別

により、その業務に適応した団体へ応援の要請をする。 

また、防災の各関係機関において協力団体の応援を必要とするときは、市の災害対策本

部を通じて協力団体の応援を要請する。 

なお、協力団体の応援を要請する場合は、業務の内容・場所・人員及び期間等を記載し

た文書による。ただし、緊急を要する場合は、電話・口頭によって連絡する。 

 

【要請の流れ】 

 

 

 

災
害
対
策
本
部 

危機管理監 

市民文化部長 

健康福祉部長 

消 防 長 

危機管理課長 

市民協働推進課長 

地域福祉課長 

消防本部総務課長 

自主防災組織・防犯協会 

自 治 会 

赤十字奉仕団 

災害予防協会 
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４ 義援物資提供の際の住民・企業等における配慮 
被災地区に義援物資を提供しようとする住民・企業等は、被災地のニーズに応じた物資提供

とするよう、また、梱包に際して品名を明示する等、被災地における円滑かつ迅速な仕分け・

配送ができるよう十分に配慮した方法で行うよう努める。 

府は、住民・企業等が被災地のニーズに応じた物資提供ができるように、市と連携して物資

のニーズ等を把握し、的確に広報を実施するよう努める。 

市及び府は、小口・混載の支援物資を送ることは被災地方公共団体の負担になること等，被

災地支援に関する知識を整理するとともに，その知識の普及及び内容の周知等に努めるものと

する。 

 

５ その他 
各団体に応援を受けた市及び関係機関は、おおむね次の事項について記録し、保管して

おく。 

(1) 応援した団体の名称及び人員 

(2) 応援した業務の内容及び期間 

(3) その他必要な事項 
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第３節 海外からの支援の受入れ 
１ 府・国との連絡調整 
海外からのボランティア等の支援の受入れについては、府、国と連絡調整のうえ、市災

害対策本部でその対応を協議する。 

 

２ 支援の受入れ 
(1) 次のことを確認のうえ、受入れの準備をする。 

ア 支援内容、到着予定日時、場所、活動日程等 

イ 被災地のニーズと受入れ体制 

(2) 海外からの支援の受入れにあたって、極力自力で活動するよう要請するが、必要に

応じて次のことを行う。 

ア 案内者、通訳等の確保 

イ 活動拠点、宿泊場所等の確保 
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第１４章 被災者の生活支援 
第１節 オペレーション体制 
大規模災害が発生した場合、被災生活が長期間に及ぶ可能性があることから、市、府は、

被災者の精神的な安心と、一刻も早い通常の生活の回復につなげるため、長期間の対応が可

能なオペレーション体制の整備を図る。 

市は、長期間のオペレーション体制を確保するため、指揮統制部及び総務対策部を中心に

業務継続に必要な人員の調整を行い、必要に応じて中長期間の人的応援を府や他の市町村、

民間事業者等に要請する。 

府は、オペレーション体制の整備にあたり、ボランティア団体や民間企業との連携、物資

やボランティアのミスマッチ解消に向けたコーディネート等を進めながら、発災当初から

72時間までとそれ以降のオペレーションについて検討を行い、「大阪府災害等応急対策実施

要領」において定めるとともに、市のオペレーション体制の整備を支援する。 
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第２節 市民等からの問い合わせ 
市は、必要に応じ、発災後速やかに市民等からの問合せに対応する専用電話を備えた市民

災害相談窓口を設置する場合は、民間事業者等へ一部業務を委託して人員の確保を図り、問

合せや相談内容等を分析して市民ニーズを見極め、被災者の生活支援につながる情報発信

を行う。 

また、被災者の安否について市民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を不当

に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊

急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努め

る。その際、市は、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係地方公共団体、

消防機関、府警本部等と協力して、被災者に関する情報の収集に努める。 

なお、被災者の中に、高齢者虐待、障害者虐待、児童虐待、配偶者からの暴力等を受け加

害者から追跡されて危害を受ける恐れがある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所

が知られることのないよう当該被災者の個人情報の管理を徹底するよう努める。 
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第３節 住宅対策 
市及び府は、被災者の住宅を確保するため、速やかに被害認定調査、罹災証明書の発行、被災

住宅の応急修理及び応急仮設住宅の提供等、必要な措置を講ずるものとする。応急仮設住宅等へ

の入居の際には、これまで生活してきた地域コミュニティをなるべく維持できるように配慮しつ

つ、高齢者、障害者を優先する。 

 

１ 住家の被害認定調査の実施 
住家被害の状況は、災害救助法の適用の根拠となり、罹災証明書の交付や各種の被災者

援護対策の基礎となるため、適正な判定を実施する。 

(1) 現地調査の実施 

ア 第一次判定 

市内全域を対象として、外観目視調査によって判定する。 

イ 第二次判定 

第一次判定を実施した住家のうち、再調査の申請があった住家について、外観目視

調査に加え内部立入調査を行い判定する。 

(2) 被害程度の認定基準 

全壊、半壊等の認定基準は、次のとおりである。 

 

住家等被害の認定統一基準 

被害の種類 

災害の被害認定基準について（H13.6.28 内閣府政策統括官通知） 

被災者生活再建支援法の一部を改正する法律の施行について（H19.12.14 内閣府政策統括官

（防災担当）通知） 

住家 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問わない。 

非住家 

住家以外の建築物をいうものとする。なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非

住家とする。ただし、これらの施設に、常時人が居住している場合には、当該部分は住家とす

る。 

全壊（住家） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流失、埋没、

焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもの

で、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の

70％以上に達した程度のもの又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損

害割合で表し、その住家の損害割合が50％以上に達した程度のものとする。 

大規模半壊 

（住家） 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなければ当該

住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の50％以上

70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表

し、その住家の損害割合が40％以上50％未満のものとする。 

半壊（住家） 
住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち､住家の損壊が甚だしい

が、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床
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面積の20％以上70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める

損害割合で表し、その住家の損害割合が20％以上50％未満のものとする。 

 

２ 罹災証明書等の発行 
(1) 被災者台帳の作成 

本部長（市長）は、被災状況を調査のうえ、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や

各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を積極的に

整備・活用し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努める。 

府は、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、被災者台帳を作成する市からの

要請に応じて、被災者に関する情報を提供する。また、被害が複数の市町村にわたる場合に

は、調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう、定期的に、各市町村における課題

の共有や対応の検討、各市町村へのノウハウの提供等を行うこと等により、被災市町村間の

調整を図る。 

市は、被災者への援護の遺漏がないよう、作成した被災者台帳を厳重に管理する。また、

市外へ避難、転居した被災者に対しても、必要な支援を継続する。 

(2) 罹災証明書の発行 

市は、住家に被害を受けた被災者に対して遅滞無く罹災証明書を発行する。 

なお、罹災証明書を発行するために、予め発行方法、発行時期、申請方法等について市民

へ周知する。 

 (3) 罹災届出証明書の発行 

   市は、非住家の被害や、罹災証明書の発行について被災状況が確認できない場合は、本人

の申請に基づき罹災届出証明書（被災者自身が被災内容を市へ届け出たことを証明する）を

発行する。 

 

３ 応急仮設住宅の建設・管理 
(1) 設置主体 

応急仮設住宅の設置は、災害救助法の適用により府知事が行い、市長はこれに協力す

る。 

(2) 用地の選定 

建設予定地は、交通の便、教育、水道、保健衛生等を考慮して一時避難地等の用地を

優先して選定する。なお、私有地については、所有者と協議のうえ選定する。 

(3) 入居基準 

住家が全壊又は流出し、居住する住家がない者であって自らの資力では住宅を得ること

ができない者を対象とする。 

(4) 府知事が設置する応急仮設住宅の管理について、市長はこれに協力する。 

 

４ 応急仮設住宅の運営管理 
府及び市は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行う。この際、府と市が連携して、応

急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための健康管
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理支援等を行う。また、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、女

性の参画を推進し、女性をはじめとする生活者の意見を反映できるよう配慮する。さらに、

必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮する。 

 

５ みなし応急仮設住宅 
比較的規模の小さい災害や、応急仮設住宅の建設のみでは膨大な応急住宅需要に迅速

に対応できないような大規模災害の発生時には、民間賃貸住宅・空家等を借り上げて供与

する応急仮設住宅を積極的に活用する。 

 

６ 公共住宅等への一時入居 
応急仮設住宅の建設及びみなし応急仮設住宅の活用状況に応じ、被災者の住宅を確保

するため、府・市営住宅、住宅供給公社・独立行政法人都市再生機構住宅等の空き家への

一時入居の措置を講ずる。 

 

７ 被災住家の応急修理 
市は府から委任を受けて住宅が半壊、大規模半壊又はこれらに準ずる程度の被害を受

け当面の日常生活が営むことができない者の住宅居室、炊事場及び便所等、必要最小限

度の部分について応急修理を行う。 

 

８ 住宅に関する相談窓口の設置等 
市及び府は住宅に関する相談や情報提供のため、住宅相談窓口を設置する。また、専門

家団体に働きかけ、被災者の住まいの再建のための相談にきめ細かく、迅速に対応できる

体制を組織化する。 

市及び府は、民間賃貸住宅への被災者の円滑な入居を確保するため、空家状況の把握に努め

るとともに、貸主団体及び不動産業関係団体への協力要請等適切な措置を講じる。 

 

９ 住居障害物の除去 
  市は府から委任を受けて、がけ崩れ、浸水等により、居室、炊事場、玄関等に土石、竹木等が

運びこまれているため生活に支障を来している場合で、自らの資力をもってしては除去できな

い者に対して障害物の除去を行う。 
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付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策 
第１章 計画の目的等 
第１節 目的 
大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）に基づく東海地震に係る地震防災対策

強化地域において、大規模な地震の発生が予想され、緊急に地震防災応急対策を実施する必

要がある場合、内閣総理大臣は警戒宣言を発することになっている。 

この計画は、警戒宣言が発せられた場合における適切な対応措置等について定め、震災の

予防と社会的混乱の防止を図ることを目的とする。 
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第２節 府域での予想震度 
東海地震に係る地震防災対策強化地域で大規模な地震が発生した場合、府域で震度４、局

地的に震度５弱程度が予想されていることから、被害が発生するおそれがある。 
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第３節 基本方針 
警戒宣言が発せられたのを受けての対策は、警戒体制を整備すること及び市民に社会的

混乱を来たさないことに重点を置く。 

１ 警戒宣言が発せられた時においても、日常生活及び市政・都市機能は平常どおりに確保す

る。 

２ 警戒宣言が発せられている間の対処について、関係機関、市民及び事業者に迅速かつ的確

に周知徹底を図る。 

３ 東海地震による直接的な被害を最小限に軽減するための措置を講じ、かつ社会的混乱の防

止に努め、市民の生命・身体・財産等の安全を確保する。 

４ 原則として、警戒宣言が発せられた時点から地震の発生、又は警戒解除宣言が発せられる

までの間にとるべき措置を定める。なお、東海地震注意情報が発表されてから警戒宣言が発

せられるまでの間についても、早期に体制を整備する。 

５ 発生震度に即した応急活動組織の構成及び活動内容は、「第４部 地震災害応急対策」に基

づく。 

６ 東海地震が発生した場合に、激甚な被害が予想される東海地方等の被災地域に対して、応

援活動を積極的に行う。 

７ 東海地震と東南海・南海地震が同時又は連続して発生する恐れもあることから、警戒解除

が発せられた後も、状況に応じて必要な措置をとる。 
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第２章 応急対策活動 
第１節 東海地震注意情報が発表された時の対応 
東海地震注意情報が発表された場合は、警戒宣言が発せられることに備えて、社会的混乱

の防止と被害を最小限にするために、速やかに対処する。 

 

１ 東海地震注意情報が発表された段階では、平常時勤務体制で対応するが、職員は勤務時間

外においても警戒宣言が発せられることに備え、速やかに対応できるよう準備しておく。 

２ 警戒宣言が発せられることに備えて、組織動員配備の準備を行う。 

３ 府からの伝達のほか、テレビ・ラジオ等報道機関による情報の入手にも努め、社会的混乱

を防止するための広報などの準備を行う。 
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第２節 警戒宣言が発せられた時の対応措置 
警戒宣言が発せられた場合の社会的混乱の防止対策、及び東海地震が発生した場合の被

害を少なくするため、講じるべき事前の対策を推進する。 

 

１ 東海地震予知情報等の伝達 
東海地震の警戒宣言が発せられるか、東海地震予知情報等が発表された場合は、迅速に

市民・事業者に伝達する。この場合の伝達事項及び伝達系統は次のとおりである。 

(1) 警戒宣言 

(2) 東海地震予知情報 

(3) 警戒解除宣言 

(4) その他必要と認める事項 

 

【伝達系統】 

 

 

 

２ 警戒体制 
警戒宣言が発せられたときから、地震が発生するまで又は警戒宣言の解除が発せられ

るまでの間、警戒活動を行う。 

但し、東海地震と東南海・南海地震が同時又は連続して発生する恐れもあることから、

警戒宣言の解除が発せられた後も、状況により必要と認められる場合は、警戒体制を継続

する。 

(1) 動員配備体制 

警戒宣言が発せられた場合、必要に応じて動員配備体制をとる。 

(2) 活動内容 

ア 配備の確認 

(ｱ) 活動体制区分及び所掌事務を再確認し、関係職員相互の連絡協調を徹底する。 

(ｲ) 関係機関等との情報連絡を緊密にする。 

イ 出動の準備 

大阪管区気象台 

茨木市 大阪府 危機管理室 

大阪府 河川環境課 土木関係課･出先機関 

府庁各課・出先機関 

水防事務組合 

市 

民
・
事
業
者 

東海地震予知情報のみ 
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付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策 

(ｱ) 職員は、地震発生時に備えて迅速に出動できる準備を整える。 

(ｲ) 応急対策に必要な資機材・車両・燃料等の数量及び保管場所を確認し、資機材の

機能点検・整備を行う。 

ウ 勤務時間外における留意事項 

勤務時間外においては、動員配備された職員以外は、退庁後も所在地及び連絡方法

を明らかにし、地震発生時の動員に備える。 

エ 各部の措置 

各部は、地震発生時に備えて次の措置を講じる。 

(ｱ) 出張事務等をできる限り抑制する。 

(ｲ) 各所管施設の火気使用を制限及び危険物品等の整理を行うとともに、市の所有 

する車両の使用を抑制する。 

(ｳ) 備蓄食糧・医薬品、資機材の確保点検を行う。 

(ｴ) 災害危険箇所、道路・河川等の巡回点検を行う。 

(ｵ) 地震発生時に備え、職員の参集体制及び応急対策実施に対する体制を整備する。 

(ｶ) 関係機関からの情報収集（交通機関の運行、医療機関の開設、電力・ガスの供給、 

生活必需品の供給、教育施設の対応等）を行う。 

(ｷ) 避難行動要支援者等などの状況を把握する。 

 

  



 

4-109 

第４部 地震災害応急対策

付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策
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第３節 市民・事業者等に対する広報 
警戒宣言が発せられた場合、市民、事業者、旅行者等に対して、混乱することなく必要な

防災措置を講じるよう周知するとともに、市が行う措置に協力するよう要請する。 

また、特に外国人を含む観光客・旅行者等に対しては、事態の重要性を周知徹底させ、府

や市の指示に従うよう協力を要請する。 

 

１ 広報の内容 
東海地震が発生しても、冷静に行動することを徹底するため、次の事項を繰り返して広

報する。 

(1) 身の安全確保の方法 

(2) 出火防止措置 

(3) 初期消火措置 

(4) 避難時の注意 

(5) 家庭や事業所における危険の防止 

ア 家具や事務用品等の転落防止対策 

イ ブロック塀や屋根瓦等の補強 

(6) 社会的混乱防止の注意 

ア 自動車使用の自粛 

イ 市や消防署等への問い合せや照会電話の自粛 

ウ 不要な買いだめの自粛 

エ デマ、流言等に惑わされない正しい情報の入手 

(7) 近隣居住者との災害発生時における対応の申し合わせの推進 

ア 地域ぐるみでの応急救護の体制づくり 

イ 地域内での避難行動要支援者等に対する対処 

(8) 非常用持出し品の用意 

 

２ 広報の方法 
車両による巡回広報のほか、複数の手段によって実施する。 

(1) 市の所有する車両、消防自動車等による巡回広報を行う。 

(2) 自治会掲示板への広報資料の掲示等を行う。 

(3) 広報にあたっては、避難行動要支援者等に配慮する。 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 
第１章 総則 
第１節 推進計画の目的 
本市は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（以下「南海トラ

フ地震特措法」という。）第３条第１項の規定に基づき、南海トラフ地震防災対策推進地域

に指定されている。 

この計画は、南海トラフ地震特措法第５条第２項の規定に基づき、南海トラフ地震防災対策

推進地域である本市において、地震防災上緊急に整備すべき施設等に関する事項、関係者との

連携協力の確保に関する事項、防災訓練に関する事項並びに地震防災上必要な教育及び広報に

関する事項等を定め、本市における南海トラフ地震防災対策の推進を図ることを目的とする。 
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第２節 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は
業務の大綱 

本市域に係る地震防災に関し、本市の区域内の公共的団体その他防災上重要な施設の管

理者（以下「防災関係機関」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱は、総則「防災関

係機関の処理すべき事務又は業務の大綱」に定めるところによる。 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２章 「南海トラフ地震に関連する情報」発表時の措置 
第１節 南海トラフ地震に関連する情報の種類と発表条件 
「南海トラフ地震に関連する情報」は、南海トラフ全域を対象に地震発生の可能性の高ま

りについて、気象庁が知らせるもので、この情報の種類と発表条件は以下のとおりである。 

 

１ 「南海トラフ地震に関連する情報」の種類及び発表条件 
「南海トラフ地震に関連する情報」は、以下の２種類の情報名で発表される。 

 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地震

臨時情報 

・南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの

大規模な地震と関連するかどうか調査を開始した場合、または調査を継

続している場合 

・観測された異常な現象の調査結果を発表する場合 

南海トラフ地震

関連解説情報 

・観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況の推移等を発表す

る場合 

・「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における調査結

果を発表する場合（ただし南海トラフ地震臨時情報を発表する場合を除

く） 

※すでに必要な防災対応がとられている際は、調査を開始した旨や調査結

果を南海トラフ地震関連解説情報で発表する場合がある。 

 

２ 「南海トラフ地震臨時情報」に付記するキーワードとその条件 
「南海トラフ地震臨時情報」は、情報名の後にキーワードを付記して「南海トラフ地震

臨時情報（調査中）」等の形で情報発表される。 

 

キーワード 各キーワードを付記する条件 

調査中 

下記のいずれかにより臨時に「南海トラフ沿いの地震に関する評価検

討会」を開催する場合 

・監視領域内でマグニチュード6.8以上の地震が発生 

・１カ所以上のひずみ計での有意な変化と共に、他の複数の観測点で

もそれに関係すると思われる変化が観測され、想定震源域内のプレ

ート境界で通常と異なるゆっくりすべりが発生している可能性が

ある場合など、ひずみ計で南海トラフ地震との関連性の検討が必要

と認められる変化を観測 

・その他、想定震源域内のプレート境界の固着状態の変化を示す可能

性のある現象が観測される等、南海トラフ地震との関連性の検討が

必要と認められる現象を観測 

巨大地震警戒 想定震源域内のプレート境界において、モーメントマグニチュード
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8.0以上の地震が発生したと評価した場合 

巨大地震注意 

・監視領域内において、モーメントマグニチュード7.0以上の地震が発

生したと評価した場合（巨大地震警戒に該当する場合は除く） 

・想定震源域内のプレート境界面において、通常と異なるゆっくりす

べりが発生したと評価した場合 

調査終了 
（巨大地震警戒）、（巨大地震注意）のいずれにも当てはまらない現象

と評価した場合 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２節 南海トラフ地震に関連する情報等の伝達周知 
市及び防災関係機関は、「南海トラフ地震臨時情報」等が発表された場合、次に示す情報

収集・連絡体制に基づき、情報の収集及伝達、市民への広報を実施する。 

 

１ ｢南海トラフ地震に関連する情報｣等の伝達 
(1) 伝達情報及び系統 

ア 気象庁が発表する南海トラフ地震に関連する情報 

 

 

イ 関係省庁災害警戒会議の情報 

 
※関係省庁災害警戒会議：関係省庁の職員が参集し、関係省庁による今後の取組確認及び内閣府による国民への

呼びかけを実施 

 

ウ 大阪府防災・危機管理指令部会議の情報 

 
 

(2) 伝達事項 

ア 南海トラフに関連する情報 

第１節による気象庁が発表する情報 

イ 関係省庁災害警戒会議の情報 

関係省庁災害警戒会議の開催結果の情報 

ウ 大阪府防災・危機管理指令部会議の情報 

府が南海トラフ沿いの大規模な地震発生に備え、今後の対応を検討した情報 

  

大阪管区気象台 大阪府危機管理室 
市（危機管理課） 

消防（警備課） 

庁内各課・出先施設等 

消防署等 市

民

・
そ

の
他

 

消  防  庁 大阪府危機管理室 

市（危機管理課） 

消防（警備課） 

庁内各課・出先施設等 

消防署等 市

民

・
そ

の
他

 

大阪府危機管理室 
市（危機管理課） 

消防（警備課） 

庁内各課・出先施設等 

消防署等 市

民

・
そ

の
他
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第３節 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合の措置 
南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合、市は、「南海トラフ準備配備体制」

を取り、南海トラフ臨時情報に関する情報収集及び市民広報、避難体制の検討、巨大地震の

発生への備えの再確認等を実施する。 

 

１ 南海トラフ準備配備体制 
(1) 設置基準 

南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合 

(2) 廃止基準 

ア 南海トラフ地震臨時情報（調査終了）が発表されたとき 

イ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意又は巨大地震警戒）が発表されたとき

（南海トラフ臨時配備体制に移行） 

ウ 市域で震度４以上を観測したとき（震度に応じた体制に移行） 

エ その他、危機管理監が必要と認めたとき 

(3) 配備対象班 

指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班、避難所・市民相談班、水道総務班 

(4) 配備対象職員 

配備対象班の対策班の班長又は班長から指名された職員 

（ただし、時間外の参集は不要とする。） 

(5) 処理事項 

ア 南海トラフ臨時情報等の収集・伝達に関すること 

イ 避難に関すること 

  ウ 職員の配備に関すること 

エ 府及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

オ その他、緊急に実施する必要がある災害応急対策に関すること 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第４節 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合の措      置 
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、市は、「南海トラフ臨時配

備体制」を取り、南海トラフ臨時情報に関する情報収集及び市民広報、避難体制の検討、防

災関連施設・設備の整備や緊急点検等を実施する。 

 

１ 南海トラフ臨時配備体制 
(1) 設置基準 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意又は巨大地震警戒）が発表された場合 

(2) 廃止基準 

ア 南海トラフ地震臨時情報（調査終了）が発表されたとき 

イ 市域で震度４以上を観測したとき（震度に応じた体制に移行） 

ウ その他、危機管理監が必要と認めたとき 

(3) 配備対象班 

指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班、避難所・市民相談班、水道総務班 

（市の管理施設の所管課は(5)処理事項オの業務を実施する範囲） 

(4) 配備対象職員 

配備対象の対策班の中から対策部長に指名された職員 

(5) 処理事項 

ア 南海トラフ臨時情報等の収集・伝達に関すること 

イ 避難に関すること 

ウ 職員の配備に関すること 

エ 府及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

オ 市管理施設の管理、点検、整備、巡視に関すること 

カ その他、緊急に実施する必要がある災害応急対策に関すること 

 

２ 災害応急対策をとるべき期間等 
市は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ8.0以上の地震の発生

から１週間、後発地震（南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的に解析されたＭ

6.8程度以上の地震が発生、またはプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等を

観測した後に発生する可能性が平常時に比べて相対的に高まったと評価された南海トラ

フ地震、以下同じ。）に対して警戒する措置をとるものとする。また、当該期間経過後１

週間、後発地震に対して注意する措置をとるものとする。 

 

３ 市の管理施設に対する措置 
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合の、市が管理する道路、河

川（水路）、庁舎、社会教育施設、福祉施設、学校園等の管理上の措置は次のとおりとす

る。 

(1) 各施設における措置 
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ア 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の入場者等への伝達 

イ 入場者等の安全確保のための退避等の措置 

ウ 施設の防災点検及び設備、備品等の転倒、落下防止措置 

エ 出火防止措置 

オ 水、食料等の備蓄 

カ 消防用設備の点検、整備 

キ 非常用発電装置の整備、防災行政無線、テレビ、ラジオ、コンピュータなど情報

を入手するための機器の整備 

ク 各施設における緊急点検、巡視 

ケ 橋梁、トンネル及び法面等に関する緊急点検及び道路管理上の措置 

コ 学校園における児童生徒等に対する保護の方法の確認 

サ 河川（水路）について、水門及び閘門の閉鎖手順の閉鎖手順の確認 

シ 指定避難所、応急救護所となる施設における開設に必要な資機材の搬入、配備 

(2) 庁舎及び災害応急対策上の重要施設における措置 

ア 自家発電装置、可搬式発電機等による非常用電源の確保 

イ 無線通信機等通信手段の確保 

ウ 災害対策本部等開設に必要な資機材及び緊急車両等の確保 

 

４ 市民への広報 
市は、市民等に対し、日頃からの地震への備えの再確認や、できるだけ安全な防災行動

をとる旨を呼びかけ及び、社会的混乱防止のための広報を行う。 

(1) 日頃からの地震への備えの再確認の例 

ア 避難場所、避難経路の確認 

イ 家族との安否確認手段の確認 

ウ 家具の固定の確認 

エ 非常持ち出し品の確認 

(2) できるだけ安全な防災行動の例 

ア 高いところに物を置かない 

イ 屋内のできるだけ安全な場所で生活 

ウ 直ぐに避難できる準備（非常持ち出し品等） 

エ 危険なところにできるだけ近づかない 

(3) 社会的混乱防止のための広報の例 

ア 不要、不急な自動車使用の自粛 

イ 市や消防署等への問い合せや照会電話の自粛 

ウ 不要な買いだめの自粛 

エ デマ、流言等に惑わされない正しい情報の入手 
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第５節 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合の措置 
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合、市は、南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震警戒）と同様に、「南海トラフ臨時配備体制」を取り、南海トラフ臨時情報

に関する情報収集及び市民広報、避難体制の検討、地震への備えの再確認等を実施する。 

 

１ 災害応急対策をとるべき期間等 
市は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界においてＭ7.0以上Ｍ8.0未満又

はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側50km程度までの範囲でＭ7.0以上の地震

（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生するケースの

場合は１週間、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっく

りすべりが観測されたケースの場合はプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりの

変化が収まってから、変化していた期間と概ね同程度の期間が経過するまでの期間、後発

地震に対して注意する措置をとるものとする。 

 

２ 市の措置 
市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合において、市民等

に対し、日頃からの地震への備えを再確認する等防災対応をとる旨を呼びかけるものと

する。 

また、施設・設備等の点検等日頃からの地震への備えを再確認するものとする。 
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第３章 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 
地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画は、災害予防対策第１章「災害に強いまち

づくり」及び第２章「災害応急・復旧対策のための事前対策」に定めるところによる。 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第４章 関係者との連携協力の確保に関する事項 
第１節 資機材、人員等の配備手配 
１ 資機材等の調達手配 
(1) 市は地震発生後に行う災害応急対策に必要な資機材、物資の確保を行う。 

(2) 市は、管轄区域内の居住者、公私の団体、滞在者等に対する応急救護及び地震発生

後の被災者救護のため医療用資機材及び医薬品等必要な資機材等が不足する場合は、

府に対して供給の要請をする。 

 

２ 人員の配置 
市は、府に対し、人員の配備状況を報告する。 

また、必要に応じて、地震災害応急対策第３章「広域応援の要請・受入れ」に定めると

ころにより、府に対し、府職員派遣又は他の自治体職員応援派遣のあっせんを要請する。 

 

災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 
(1) 市及び防災関係機関は、地震が発生した場合において、本計画に定める災害応急対

策及び施設等の応急復旧対策を実施するため、必要な資機材の点検、整備及び配備等

の準備を行う。 

(2) 具体的な措置内容は、各機関において別に定める。 
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第２節 他機関に対する応援要請 
市が災害応急対策の実施のため必要な協力を得ることに関しては、地震災害応急対策第３章

「広域応援の要請・受入れ」に定めるところによる。 
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第３節 物資の備蓄・調達 
物資の備蓄・調達については、災害予防対策第２章第９節「緊急物資確保体制の整備」及

び地震災害応急対策第９章「緊急物資の供給」に定めるところによる。 
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第４節 帰宅困難者への対応 
帰宅困難者対策については、災害予防対策第２章第13節「帰宅困難者支援体制の整備」に

定めるところによる。 
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第５章 防災訓練計画 
１ 市及び防災関係機関は、地震防災対策推進計画の熟知、関係機関及び市民の自主防災体制

との協調体制の強化を目的として、推進地域に係る大規模な地震を想定した防災訓練を実施

する。 

 

２ １の防災訓練は、年１回以上実施するよう努める。 

 

３ １の防災対策は、避難のための災害応急対策を含む。 

 

４ 市は、府、防災関係機関、自主防災組織等と連携して、次のようなより具体的かつ実践的

な訓練を行う。 

(1) 職員参集訓練及び本部設置・運営訓練 

(2) 災害時要配慮者、滞留旅客等に対する避難誘導訓練 

(3) 南海トラフ地震臨時情報等の情報収集・伝達訓練 

(4) 災害の発生の状況、避難勧告・指示、自主避難による各避難所等への避難者の人

数等について、迅速かつ的確に府及び防災関係機関に伝達する訓練 
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第６章 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 
市は、防災関係機関、地域の自主防災組織、事業者等の自衛消防組織等と協力して、地震

防災上必要な教育及び広報を推進する。 

 

１ 市職員に対する防災知識の普及 
地震災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生した場合における地震災害

応急対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行う。 

防災教育の内容は少なくとも次の事項を含む。 

(1) 南海トラフ地震臨時情報の内容及びこれに基づき取られる措置の内容 

(2) 南海トラフ地震に伴い発生すると予測される地震動及び津波に関する知識 

(3) 地震・津波に関する一般的な知識 

(4) 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び地震が発生した場合に具体的にとるべ

き行動に関する知識 

(5) 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び地震が発生した場合に職員等が果たす

べき役割 

(6) 地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

(7) 今後地震対策として取り組む必要のある課題 

(8) 家庭内での地震防災対策の内容 

(9) 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

 

２ 市民等に対する教育 
市は、関係機関と協力して、市民等に対する教育、啓発を実施する。 

防災教育、啓発は、地域の実態に応じて行い、その内容は少なくとも次の事項を含む。 

なお、その教育、啓発方法として、地域の実情に合わせた、より具体的な手法により自

助努力を促し地域防災力の向上を図ることにも留意しながら、実践的な教育、啓発を行う。 

また、市民が旅行先や職場等で津波に遭遇する可能性もあることから、避難に関する適

切な知識についても普及に努める。 

(1) 南海トラフ地震臨時情報の内容及びこれに基づき取られる措置の内容 

(2) 南海トラフ地震に伴い発生すると予測される地震動及び津波に関する知識 

(3) 地震・津波に関する一般的な知識 

(4) 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び地震が発生した場合における出火防止

対策、近隣の人々と協力して行う救助活動・避難行動及び初期消火、自動車運転の自

粛等防災上とるべき行動に関する知識 

(5) 正確な情報入手の方法 

(6) 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

(7) 各地域における避難対象地域、土砂災害危険箇所等に関する知識 

(8) 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 

(9) 避難生活に関する知識 

(10) 地域住民自らが実施しうる最低でも３日間、可能な限り１週間分程度の生活必需品
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の備蓄、家具の固定、出火防止等の日ごろからの対策及び災害発生時における応急措置

の内容や実施方法 

(11) 住宅・建築物等の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

(12) 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

 

３ 児童、生徒等に対する教育 
児童、生徒に対して、次のことに配慮した実践的な教育を行う。 

(1) 過去の地震災害の実態 

(2) 津波の発生条件、高潮・高波との違い 

(3) 地震・津波が発生した場合の対処の仕方 

(4) 防災マップ等を利用し、自分の家や学校、地域の様子を知ること 

(5) 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

 

４ 防災上重要な施設管理者に対する教育 
市及び府は、防災上重要な施設の管理者に対する研修の実施に配慮する。 

防災上重要な施設の管理者は、市及び府が実施する研修に参加するよう努める。 

 

５ 相談窓口の設置 
市及び府は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、そ

の旨周知徹底を図る。 

 


